
１．事案の概要

本件は、韓国ソウル市に本社を置く、通信技術に関連す

る知的財産権を保有する会社である原告（パンテックコー

ポレーション）が、日本において対象のスマートフォン（被告

製品）を輸入及び販売する会社である被告（ＡＳＵＳ ＪＡＰＡ

Ｎ株式会社）に対して、特許権侵害を主張し、差止め及び

損害賠償を求める事案です。被告は、台湾に本社を置く、

ASUS TeK Computer Inc.（「ＡＳＵＳ台湾」）を中心とする

グループに属していました。

原告は、２０１３年２月７日、本件特許について、ＬＴＥ規格

を 定 め る 標 準 化 団 体 で あ る E T S I（ E u r o p e a n 

Telecommunications Standards Institute）のIPRポリ

シー（Intellectual Property Rights Policy）6.1条の定め

る公正 かつ合理的で非差別的な（fair, reasonable and 

non-discriminatory）条件で、取 消不能なライセンスを許

諾する用意がある旨の宣言（「ＦＲＡＮＤ宣言」）を行ってい

ました。また、被告製品は、ＬＴＥ通信が可能な通信端末で

あり、ＬＴＥ通 信 は 、国 際 標 準 化 団 体３ＧＰＰ（ 3  r d 

Generation Partnership Project）が定めた標準規格に

準拠していました。

このような背景の下、LTE規格にかかる標準必須特許の

うちの一部（特許2件）をもって、原告が被告に対して訴訟を

提起したのが本件となります。

2．争点

本件の争点は多岐にわたりますが、標準必須特許にかか

る訴訟における争点として、（1）差止請求に関し、被告の

F R A N D 条 件 によるライセンスを 受 ける意 思 の 有 無

（Willing licensee該当性）及び（2）損害賠償請求に関し、

FRAND料率の算定方法について、以下取り上げます。

3．時系列

実施者側がFRAND条件によるライセンスを受ける意思

を有するかどうかは、交渉におけるやり取り・時系列による

ところですので、時系列については、別途（時系列表）、まと

めております。このうち、着目すべき点として、

権利者たる原告からの初回の通知書に対して、ＡＳＵＳ台

湾は、ＡＳＵＳ台湾は他社の知的財産権を尊重しており、

解決策について真摯に協議する意思がある旨を表明し

たこと（①）

一方で、ＡＳＵＳ台湾は、代表的に送付された特許のク

レームチャートについて、ベンダーの意見を確認するとし

て回答を延期したうえで、その後に、一部特許について

非充足・無効を主張したこと（②）

ＡＳＵＳ台湾は、春節休暇期間において対応を行わな

かったこと（③）

原告は、ＡＳＵＳ台湾に対して、米国訴訟を提起し、米国

に限定した形で、和解が成立したこと（④）

その後、ＡＳＵＳ台湾は、被告に代わり、原告に対し、ＦＲＡＮ

Ｄ条件でライセンスを受ける意思がある旨伝えたこと（⑤）

原告と被告側（被告・ＡＳＵＳ台湾）の間では、一貫して、

ロイヤリティ料 率 に つ い て 大 幅 な 隔 たりが あり、

Unwired Planet v. Huawei判決における算定方法の

解釈に齟齬があったこと（⑥）

原告はグローバルライセンスを提案していたものの、ＡＳ

ＵＳ台湾はグローバルライセンスでの解決を拒否してい

た（日本に限定した形での解決を提案していた）こと（⑦）

等が挙げられます。

4．裁判所の判断

（1）差止請求

裁判所は、被告がＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受け
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る意思を有しないという特段の事情は認められないとして、

差止請求は権利の濫用として許されないと判断しました。

以下、判断内容を紹介いたします。

ア　判断基準

裁判所は、差止請求の判断基準について、アップルv.サム

スン大合議判決に沿った形で、以下のとおり判断しました。

「必須宣言特許権者が必須特許実施者に対し標準必須

特許に基づく差止めを請求することは、必須特許実施者が

ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受ける意思を有しないと

いう特段の事情がない限り、権利の濫用として許されない

というべきである。」

イ　あてはめ

（ア）上記の①及び⑤の事情について

裁判所は、上記の①及び⑤の事情を考慮して以下の通

り判断し、被告は、FRAND条件によるライセンスを受ける

意思を有する者であると判断しました。

「ＡＳＵＳ台湾は、本件特許を含むＬＴＥ規格等の特許に

ついて、原告からライセンスを受けるよう求められた際、速

やかに、真摯に協議する意思があることを表明している上、

改めて原告から、被告に対してライセンスを受ける意思の

有無につき回答を求められた際も、ＦＲＡＮＤ条件でライセ

ンスを受ける意思があることを表明していることからする

と、被告及びＡＳＵＳ台湾は、少なくとも、ＦＲＡＮＤ条件によ

るライセンスを受ける意思を明確に表明していたことが認

められる。」

（イ）上記の②及び③の事情について

裁判所は、上記のベンダーへの確認（②）や春節休暇に

対応しなかったこと（③）について、以下の通り判断し、いず

れも上記（ア）の認定を覆すものではないと判断しました。

「ＡＳＵＳ台湾は、部品レベルの機能やチップセットの動

作の詳細については、ベンダから技術的情報の提供を受

けなければならないことなど、 ベンダへの確認が必要な理

由を原告に繰り返し説明しており、充足論等の検討に当た

りベンダへの確認自体は 一応合理的なものであることを

踏まえると、ベンダへの確認が不当な引き延ばしに当たると

までいうことはできない。」

「春節休暇についても、事前に休暇で対応ができなくなる

可能性が高いことを伝えている上、休暇の終了から約２か

月後に具体的な反論をしていることからすれば…不当に交

渉を遅延させたということはできない。」

（ウ）上記の⑥の事情について

さらに、裁判所は、上記のFRAND料率及びグローバル

ライセンスについての争い（⑥及び⑦）について、以下の通

り判断し、この点も上記（ア）の認定を覆すものではないと

判断しました。

「もっとも…事前協議及び本件訴訟の和解協議にもかか

わらず、原告と被告との間でＦＲＡＮＤ料率に係る合意に至

らなかったのは…当事者双方提示に係るＦＲＡＮＤ料率が

余りにも大きくかけ離れていたためである…その原因は、

世 界 の 主 要 国 にお いては 、原 告 提 示 に係るU n w i r e d 

Planet v. Huawei判決その他のＦＲＡＮＤ料率の算定方

法に関する裁判例が時代の変化に応じて国際的に展開す

る一方、日本においては、アップルサムソン大合議判決以

降約１０年間にわたり、国際的な上記展開を踏まえた裁判

例がなく、本件に現れた諸事情を踏まえても、ＦＲＡＮＤ料

率の算定方法が必ずしも日本の実務に定着していないこと

に帰するものといえる。」

「原告は…具体的な計算過程や料率の合理性等は２０２

１年５月１３日まで示さなかったことを踏まえると…同年８月

３日の対案の提示が不合理に遅いということはできない。」

「ＦＲＡＮＤ料率は、本来的には必須宣言特許権者と必

須特許実施者との間で誠実交渉し可及的速やかにグロー

バルで合意されるべきものである…しかしながら、ＦＲＡＮ

Ｄ料率の算定方法が必ずしも日本の実務に定着していな

いため、本件において当事者双方提示に係るＦＲＡＮＤ料

率が余りにも大きくかけ離れていたこと…を踏まえると、グ

ローバルライセンスによる解決が現実的ではなく、まずは本

件特許に限った合意を目指すべきとする立場をとることも、

Willing licensee該当性及びFRAND料率の算定
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少なくとも本件に限っては必ずしも不合理なものとはいえな

い。そうすると、グローバルライセンスによる解決を拒否するこ

とは、標準必須特許のグローバルな性質に鑑みると、一般的

には、ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受ける意思を有しな

いことを推認すべき事情となり得るものの、 少なくとも本件に

限っては、上記推認の基礎を欠くというべきである。」

（2）損害賠償請求

ア　判断基準

裁判所は、ＦＲＡＮＤ料率の算定方法の判断基準について

以下の通り判断しました。

「特許法１０２条３項は、特許権侵害の際に特許権者が請

求し得る最低限度の 損害額を法定した規定であり、「特許権

者又は専用実施権者は、故意又は過失により自己の特許権

又は専用実施権を侵害した者に対し、その特許発明の実施

に 対し受けるべき金銭の額に相当する額の金銭を、自己が

受けた損害の額として その賠償を請求することができる。」と

規定している。そうすると、同項による 損害は、原則として、侵

害品の売上高を基準とし、そこに、実施に対し受けるべき料

率を乗じて算定すべきである。そして、実施に対し受けるべき

料率は、①当該特許発明の実際の実施許諾契約における実

施料率や、それが明らかでない場合には業界における実施

料の相場等も考慮に入れつつ、②当該特許発明自体の価値

すなわち特許発明の技術内容や重要性、他のものによる代

替可能性、 ③当該特許発明を当該製品に用いた場合の売

上げ及び利益への貢献や侵害の態様、④特許権者と侵害者

との競業関係や特許権者の営業方針等訴訟に現れた 15 諸

事情を総合考慮して、合理的な料率を定めるべきであり（知

的財産高等裁判 所平成３０年（ネ）第１００６３号令和元年６月

７日特別部判決〔令和元年大合議判決〕）、上記の理は、ＦＲＡ

ＮＤ条件による標準必須特許の実施に対し受 けるべき料率

（以下「ＦＲＡＮＤ料率」という。）についても異なるところはな

い。」

 「そして、ＦＲＡＮＤ料率については、標準規格に準拠した

製品の製造等に実 施される標準必須特許のグローバルな性

質及び膨大な特許数に鑑みると、①当該標準必須特許の実

際の実施許諾契約における実施料率や、それが明らかでな

い場合には業界における実施料のグローバルな相場等も考

慮に入れつつ、②膨大な特許数の個別価値をそれぞれ認定

するのは実務上困難であるから、各標準必須特許の価値が

全て同一であるものと推認し、全標準必須特許の価値を全標 

準必須特許の数で割ることによって一標準必須特許の価値

を算定する一方、当該標準必須特許の実施料率を累積した

実施料の合計額が合理的な範囲にとど まるようにすべきで

あり、③この場合において、全標準必須特許を当該製品に 

用いた場合の売上げ及び利益への貢献を考慮するほか、④

ＦＲＡＮＤ料率は、 文字どおり公正かつ合理的で非差別的な

条件をもって、本来的には必須宣言特許権者と必須特許実

施者との間で誠実交渉し可及的速やかにグローバルで合意

されるべきものであるから、当該合意を後押しする観点から、

当事者間の交 渉経過、必須特許実施者におけるＦＲＡＮＤ

条件によるライセンスを受ける意 思その他訴訟に現れた諸

事情を総合考慮して、合理的な料率を定めるべきである。」

ここで、原告は、いわゆる侵害プレミアムとして、特許法１０

２条４項に基づく考慮をすべきであると主張しましたが、裁判

所は、「ＦＲＡＮＤ料率は、文字どおり公正かつ合理的で非差

別的な条件をもって合意されるべきものである」として、この

原告の主張を排斥しました。

イ　あてはめ

そのうえで、裁判所は、本件各特許が同一のファミリーに属

することから1件として計算することを前提に、被告製品の売

上高に対して、「ＬＴＥ規格全実施料率」を乗じたうえで、「ＬＴ

Ｅ規格全特許数」（ファミリー数）で割ることにより、具体的な

損害賠償額を算出しました。「ＬＴＥ規格全実施料率」及び「Ｌ

ＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）の算出の過程は以下の通

りです。

（ア）「ＬＴＥ規格全実施料率」

　具体的には、ＬＴＥ規格全実施料率について、Unwired 

P l a n e t  v.  H u a w e i 判 決（２０１７年 ）は８．８％ 、T C L  v. 

Ericsson判決（２０１７年）は６～１０％、Huawei v. Samsung

判決（２０１８年）は６～８％が相当であるとされたことを念頭

に、被告製品は、製品によっては、端末冷却機能や背面のサ

ブディスプレイ、指紋認証システム等を有するなど、通信機能

以外にもその売上げに貢献している部分が認められること

や、被告及びＡＳＵＳ台湾によるマーケティング活動によって、

被告製品は低価格で品質が良いというブランドイメージが形

成され、これが一定程度売上げに貢献していることを考慮し、

ＬＴＥ規格全実施料率は、「９％」であると認定しました。なお、

被告５G製品については、、ＬＴＥ通信の上位互換である５Ｇ

通信の機能を更に総合的に考慮し、ＬＴＥ通信と５Ｇ通信は、

２Ｇ通信及び３Ｇ通信とは大きく異なり、いずれもOFDMシン

ボルによる送受信を採用するなど共通性が高いことなどか

ら、ＬＴＥ規格全実施料率は、「８％」であると認定しました。

（イ）「ＬＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）

被告は、Uiified Patentsによる調査によるとＬＴＥに関して

ＦＲＡＮＤ宣言された特許ファミリーについて、無作為に抽出

した１万６０３６件のうち、１８１７件が当該特許ファミリーで

あったこと、また、無作為抽出はすべてを網羅していないこと

から、少なくともファミリー数は１８１７件を下らないと主張した

一方、原告は、Unwired Planet v. Huawei判決（２０１７年）

を踏まえファミリー数は約800件であると主張しました。

これに対して、裁判所は、当該特許の有効性等に鑑みると、

ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスの対象となるべき特許数は、

被告の主張する１８１７件よりも少ないものと推認するとする

一方で、Unwired Planet v. Huawei判決が２０１７年のもの

であり、その後にＬＴＥ規格に採用された標準必須特許は増

加したことが十分にうかがわれるとして、ファミリー数を「１３０

０件」と認定しました。

5．コメント

本件は、アップルv.サムスン大合議判決以降、標準必須特

許にかかる訴訟の判決がなされていなかった日本において、

約10年以上ぶりに出された判決です。

差止請求にかかる判断からは、被疑侵害者としては、誠実

交渉義務に違反しているといわれないために、ベンダーへの

確認についてはその合理的必要性を明確に説明すること、グ

ローバルライセンス休暇等がある場合には事前に伝えること

が必要であると思われます。また、FRAND料率の争いやグ

ローバルライセンスについては、アップルv.サムスン大合議判

決以降の裁判例の蓄積がなく、日本でその料率算定の実務

が 定 着して い な いという事 情 を 考 慮し、本 件 に 限って

FRAND料率の争いに2年以上も要したことやグローバルラ

イセンス提案を拒否したことをもって、被疑侵害者がＦＲＡＮ

Ｄ条件によるライセンスを受ける意思を有しないとまでは推

認できないとしていますが、一般論として、グローバルライセ

ンス提案を拒否することはＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを

受ける意思を有しないことの推認事情となると判断されてい

ますので、本判決も含め、今後、日本におけるFRAND料率算

定の判断が蓄積されたような場合には、この判断は変わり得

るものと思われます。

また、損害賠償請求にかかる判断からは、令和元年大合議

判決の基準がFRAND料率を定めるに際しても適用されるも

の の 、特 許 法１０２条４項 の い わ ゆる侵 害 プレミアム は

FRAND料率算定に当たっては考慮されないとされていま

す。また、本判決では、具体的な「ＬＴＥ規格全実施料率」及び

「ＬＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）の算出各において、海

外 で の 判 断（ U n w i r e d  P l a n e t  v .  H u a w e i 、T C L  v . 

Ericsson、Huawei v. Samsung等）の展開も踏まえた判断が

されており、今後も海外の動向を踏まえた判断がなされるで

あろうと思われます。
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１．事案の概要

本件は、韓国ソウル市に本社を置く、通信技術に関連す

る知的財産権を保有する会社である原告（パンテックコー

ポレーション）が、日本において対象のスマートフォン（被告

製品）を輸入及び販売する会社である被告（ＡＳＵＳ ＪＡＰＡ

Ｎ株式会社）に対して、特許権侵害を主張し、差止め及び

損害賠償を求める事案です。被告は、台湾に本社を置く、

ASUS TeK Computer Inc.（「ＡＳＵＳ台湾」）を中心とする

グループに属していました。

原告は、２０１３年２月７日、本件特許について、ＬＴＥ規格

を 定 め る 標 準 化 団 体 で あ る E T S I（ E u r o p e a n 

Telecommunications Standards Institute）のIPRポリ

シー（Intellectual Property Rights Policy）6.1条の定め

る公正 かつ合理的で非差別的な（fair, reasonable and 

non-discriminatory）条件で、取 消不能なライセンスを許

諾する用意がある旨の宣言（「ＦＲＡＮＤ宣言」）を行ってい

ました。また、被告製品は、ＬＴＥ通信が可能な通信端末で

あり、ＬＴＥ通 信 は 、国 際 標 準 化 団 体３ＧＰＰ（ 3  r d 

Generation Partnership Project）が定めた標準規格に

準拠していました。

このような背景の下、LTE規格にかかる標準必須特許の

うちの一部（特許2件）をもって、原告が被告に対して訴訟を

提起したのが本件となります。

2．争点

本件の争点は多岐にわたりますが、標準必須特許にかか

る訴訟における争点として、（1）差止請求に関し、被告の

F R A N D 条 件 によるライセンスを 受 ける意 思 の 有 無

（Willing licensee該当性）及び（2）損害賠償請求に関し、

FRAND料率の算定方法について、以下取り上げます。

3．時系列

実施者側がFRAND条件によるライセンスを受ける意思

を有するかどうかは、交渉におけるやり取り・時系列による

ところですので、時系列については、別途（時系列表）、まと

めております。このうち、着目すべき点として、

権利者たる原告からの初回の通知書に対して、ＡＳＵＳ台

湾は、ＡＳＵＳ台湾は他社の知的財産権を尊重しており、

解決策について真摯に協議する意思がある旨を表明し

たこと（①）

一方で、ＡＳＵＳ台湾は、代表的に送付された特許のク

レームチャートについて、ベンダーの意見を確認するとし

て回答を延期したうえで、その後に、一部特許について

非充足・無効を主張したこと（②）

ＡＳＵＳ台湾は、春節休暇期間において対応を行わな

かったこと（③）

原告は、ＡＳＵＳ台湾に対して、米国訴訟を提起し、米国

に限定した形で、和解が成立したこと（④）

その後、ＡＳＵＳ台湾は、被告に代わり、原告に対し、ＦＲＡＮ

Ｄ条件でライセンスを受ける意思がある旨伝えたこと（⑤）

原告と被告側（被告・ＡＳＵＳ台湾）の間では、一貫して、

ロイヤリティ料 率 に つ い て 大 幅 な 隔 たりが あり、

Unwired Planet v. Huawei判決における算定方法の

解釈に齟齬があったこと（⑥）

原告はグローバルライセンスを提案していたものの、ＡＳ

ＵＳ台湾はグローバルライセンスでの解決を拒否してい

た（日本に限定した形での解決を提案していた）こと（⑦）

等が挙げられます。

4．裁判所の判断

（1）差止請求

裁判所は、被告がＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受け
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る意思を有しないという特段の事情は認められないとして、

差止請求は権利の濫用として許されないと判断しました。

以下、判断内容を紹介いたします。

ア　判断基準

裁判所は、差止請求の判断基準について、アップルv.サム

スン大合議判決に沿った形で、以下のとおり判断しました。

「必須宣言特許権者が必須特許実施者に対し標準必須

特許に基づく差止めを請求することは、必須特許実施者が

ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受ける意思を有しないと

いう特段の事情がない限り、権利の濫用として許されない

というべきである。」

イ　あてはめ

（ア）上記の①及び⑤の事情について

裁判所は、上記の①及び⑤の事情を考慮して以下の通

り判断し、被告は、FRAND条件によるライセンスを受ける

意思を有する者であると判断しました。

「ＡＳＵＳ台湾は、本件特許を含むＬＴＥ規格等の特許に

ついて、原告からライセンスを受けるよう求められた際、速

やかに、真摯に協議する意思があることを表明している上、

改めて原告から、被告に対してライセンスを受ける意思の

有無につき回答を求められた際も、ＦＲＡＮＤ条件でライセ

ンスを受ける意思があることを表明していることからする

と、被告及びＡＳＵＳ台湾は、少なくとも、ＦＲＡＮＤ条件によ

るライセンスを受ける意思を明確に表明していたことが認

められる。」

（イ）上記の②及び③の事情について

裁判所は、上記のベンダーへの確認（②）や春節休暇に

対応しなかったこと（③）について、以下の通り判断し、いず

れも上記（ア）の認定を覆すものではないと判断しました。

「ＡＳＵＳ台湾は、部品レベルの機能やチップセットの動

作の詳細については、ベンダから技術的情報の提供を受

けなければならないことなど、 ベンダへの確認が必要な理

由を原告に繰り返し説明しており、充足論等の検討に当た

りベンダへの確認自体は 一応合理的なものであることを

踏まえると、ベンダへの確認が不当な引き延ばしに当たると

までいうことはできない。」

「春節休暇についても、事前に休暇で対応ができなくなる

可能性が高いことを伝えている上、休暇の終了から約２か

月後に具体的な反論をしていることからすれば…不当に交

渉を遅延させたということはできない。」

（ウ）上記の⑥の事情について

さらに、裁判所は、上記のFRAND料率及びグローバル

ライセンスについての争い（⑥及び⑦）について、以下の通

り判断し、この点も上記（ア）の認定を覆すものではないと

判断しました。

「もっとも…事前協議及び本件訴訟の和解協議にもかか

わらず、原告と被告との間でＦＲＡＮＤ料率に係る合意に至

らなかったのは…当事者双方提示に係るＦＲＡＮＤ料率が

余りにも大きくかけ離れていたためである…その原因は、

世 界 の 主 要 国 にお いては 、原 告 提 示 に係るU n w i r e d

Planet v. Huawei判決その他のＦＲＡＮＤ料率の算定方

法に関する裁判例が時代の変化に応じて国際的に展開す

る一方、日本においては、アップルサムソン大合議判決以

降約１０年間にわたり、国際的な上記展開を踏まえた裁判

例がなく、本件に現れた諸事情を踏まえても、ＦＲＡＮＤ料

率の算定方法が必ずしも日本の実務に定着していないこと

に帰するものといえる。」

「原告は…具体的な計算過程や料率の合理性等は２０２

１年５月１３日まで示さなかったことを踏まえると…同年８月

３日の対案の提示が不合理に遅いということはできない。」

「ＦＲＡＮＤ料率は、本来的には必須宣言特許権者と必

須特許実施者との間で誠実交渉し可及的速やかにグロー

バルで合意されるべきものである…しかしながら、ＦＲＡＮ

Ｄ料率の算定方法が必ずしも日本の実務に定着していな

いため、本件において当事者双方提示に係るＦＲＡＮＤ料

率が余りにも大きくかけ離れていたこと…を踏まえると、グ

ローバルライセンスによる解決が現実的ではなく、まずは本

件特許に限った合意を目指すべきとする立場をとることも、

Willing licensee該当性及びFRAND料率の算定

東京地裁（40部）令和7年4月10日判決（令和4年（ワ）第7976号）裁判所ウェブサイト
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特許侵害

少なくとも本件に限っては必ずしも不合理なものとはいえな

い。そうすると、グローバルライセンスによる解決を拒否するこ

とは、標準必須特許のグローバルな性質に鑑みると、一般的

には、ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受ける意思を有しな

いことを推認すべき事情となり得るものの、 少なくとも本件に

限っては、上記推認の基礎を欠くというべきである。」

（2）損害賠償請求

ア　判断基準

裁判所は、ＦＲＡＮＤ料率の算定方法の判断基準について

以下の通り判断しました。

「特許法１０２条３項は、特許権侵害の際に特許権者が請

求し得る最低限度の 損害額を法定した規定であり、「特許権

者又は専用実施権者は、故意又は過失により自己の特許権

又は専用実施権を侵害した者に対し、その特許発明の実施

に 対し受けるべき金銭の額に相当する額の金銭を、自己が

受けた損害の額として その賠償を請求することができる。」と

規定している。そうすると、同項による 損害は、原則として、侵

害品の売上高を基準とし、そこに、実施に対し受けるべき料

率を乗じて算定すべきである。そして、実施に対し受けるべき

料率は、①当該特許発明の実際の実施許諾契約における実

施料率や、それが明らかでない場合には業界における実施

料の相場等も考慮に入れつつ、②当該特許発明自体の価値

すなわち特許発明の技術内容や重要性、他のものによる代

替可能性、③当該特許発明を当該製品に用いた場合の売

上げ及び利益への貢献や侵害の態様、④特許権者と侵害者

との競業関係や特許権者の営業方針等訴訟に現れた 15 諸

事情を総合考慮して、合理的な料率を定めるべきであり（知

的財産高等裁判 所平成３０年（ネ）第１００６３号令和元年６月

７日特別部判決〔令和元年大合議判決〕）、上記の理は、ＦＲＡ

ＮＤ条件による標準必須特許の実施に対し受 けるべき料率

（以下「ＦＲＡＮＤ料率」という。）についても異なるところはな

い。」

「そして、ＦＲＡＮＤ料率については、標準規格に準拠した

製品の製造等に実 施される標準必須特許のグローバルな性

質及び膨大な特許数に鑑みると、①当該標準必須特許の実

際の実施許諾契約における実施料率や、それが明らかでな

い場合には業界における実施料のグローバルな相場等も考

慮に入れつつ、②膨大な特許数の個別価値をそれぞれ認定

するのは実務上困難であるから、各標準必須特許の価値が

全て同一であるものと推認し、全標準必須特許の価値を全標

準必須特許の数で割ることによって一標準必須特許の価値

を算定する一方、当該標準必須特許の実施料率を累積した

実施料の合計額が合理的な範囲にとど まるようにすべきで

あり、③この場合において、全標準必須特許を当該製品に

用いた場合の売上げ及び利益への貢献を考慮するほか、④

ＦＲＡＮＤ料率は、 文字どおり公正かつ合理的で非差別的な

条件をもって、本来的には必須宣言特許権者と必須特許実

施者との間で誠実交渉し可及的速やかにグローバルで合意

されるべきものであるから、当該合意を後押しする観点から、

当事者間の交 渉経過、必須特許実施者におけるＦＲＡＮＤ

条件によるライセンスを受ける意 思その他訴訟に現れた諸

事情を総合考慮して、合理的な料率を定めるべきである。」

ここで、原告は、いわゆる侵害プレミアムとして、特許法１０

２条４項に基づく考慮をすべきであると主張しましたが、裁判

所は、「ＦＲＡＮＤ料率は、文字どおり公正かつ合理的で非差

別的な条件をもって合意されるべきものである」として、この

原告の主張を排斥しました。

イ　あてはめ

そのうえで、裁判所は、本件各特許が同一のファミリーに属

することから1件として計算することを前提に、被告製品の売

上高に対して、「ＬＴＥ規格全実施料率」を乗じたうえで、「ＬＴ

Ｅ規格全特許数」（ファミリー数）で割ることにより、具体的な

損害賠償額を算出しました。「ＬＴＥ規格全実施料率」及び「Ｌ

ＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）の算出の過程は以下の通

りです。

（ア）「ＬＴＥ規格全実施料率」

具体的には、ＬＴＥ規格全実施料率について、Unwired

P l a n e t  v. H u a w e i 判 決（２０１７年 ）は８．８％ 、T C L  v.

Ericsson判決（２０１７年）は６～１０％、Huawei v. Samsung

判決（２０１８年）は６～８％が相当であるとされたことを念頭

に、被告製品は、製品によっては、端末冷却機能や背面のサ

ブディスプレイ、指紋認証システム等を有するなど、通信機能

以外にもその売上げに貢献している部分が認められること

や、被告及びＡＳＵＳ台湾によるマーケティング活動によって、

被告製品は低価格で品質が良いというブランドイメージが形

成され、これが一定程度売上げに貢献していることを考慮し、

ＬＴＥ規格全実施料率は、「９％」であると認定しました。なお、

被告５G製品については、、ＬＴＥ通信の上位互換である５Ｇ

通信の機能を更に総合的に考慮し、ＬＴＥ通信と５Ｇ通信は、

２Ｇ通信及び３Ｇ通信とは大きく異なり、いずれもOFDMシン

ボルによる送受信を採用するなど共通性が高いことなどか

ら、ＬＴＥ規格全実施料率は、「８％」であると認定しました。

（イ）「ＬＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）

被告は、Uiified Patentsによる調査によるとＬＴＥに関して

ＦＲＡＮＤ宣言された特許ファミリーについて、無作為に抽出

した１万６０３６件のうち、１８１７件が当該特許ファミリーで

あったこと、また、無作為抽出はすべてを網羅していないこと

から、少なくともファミリー数は１８１７件を下らないと主張した

一方、原告は、Unwired Planet v. Huawei判決（２０１７年）

を踏まえファミリー数は約800件であると主張しました。

これに対して、裁判所は、当該特許の有効性等に鑑みると、

ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスの対象となるべき特許数は、

被告の主張する１８１７件よりも少ないものと推認するとする

一方で、Unwired Planet v. Huawei判決が２０１７年のもの

であり、その後にＬＴＥ規格に採用された標準必須特許は増

加したことが十分にうかがわれるとして、ファミリー数を「１３０

０件」と認定しました。

5．コメント

本件は、アップルv.サムスン大合議判決以降、標準必須特

許にかかる訴訟の判決がなされていなかった日本において、

約10年以上ぶりに出された判決です。

差止請求にかかる判断からは、被疑侵害者としては、誠実

交渉義務に違反しているといわれないために、ベンダーへの

確認についてはその合理的必要性を明確に説明すること、グ

ローバルライセンス休暇等がある場合には事前に伝えること

が必要であると思われます。また、FRAND料率の争いやグ

ローバルライセンスについては、アップルv.サムスン大合議判

決以降の裁判例の蓄積がなく、日本でその料率算定の実務

が 定 着して い な いという事 情 を 考 慮し、本 件 に 限って

FRAND料率の争いに2年以上も要したことやグローバルラ

イセンス提案を拒否したことをもって、被疑侵害者がＦＲＡＮ

Ｄ条件によるライセンスを受ける意思を有しないとまでは推

認できないとしていますが、一般論として、グローバルライセ

ンス提案を拒否することはＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを

受ける意思を有しないことの推認事情となると判断されてい

ますので、本判決も含め、今後、日本におけるFRAND料率算

定の判断が蓄積されたような場合には、この判断は変わり得

るものと思われます。

また、損害賠償請求にかかる判断からは、令和元年大合議

判決の基準がFRAND料率を定めるに際しても適用されるも

の の 、特 許 法１０２条４項 の い わ ゆる侵 害 プレミアム は

FRAND料率算定に当たっては考慮されないとされていま

す。また、本判決では、具体的な「ＬＴＥ規格全実施料率」及び

「ＬＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）の算出各において、海

外 で の 判 断（ U n w i r e d  P l a n e t  v .  H u a w e i 、T C L  v .

Ericsson、Huawei v. Samsung等）の展開も踏まえた判断が

されており、今後も海外の動向を踏まえた判断がなされるで

あろうと思われます。

No.1052025.09月号

次ページへ続く

PROFILE はこちら

https://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/200/094200_hanrei.pdf
https://www.ohebashi.com/jp/lawyers/ishizu_shinji.php
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１．事案の概要

本件は、韓国ソウル市に本社を置く、通信技術に関連す

る知的財産権を保有する会社である原告（パンテックコー

ポレーション）が、日本において対象のスマートフォン（被告

製品）を輸入及び販売する会社である被告（ＡＳＵＳＪＡＰＡ

Ｎ株式会社）に対して、特許権侵害を主張し、差止め及び

損害賠償を求める事案です。被告は、台湾に本社を置く、

ASUS TeK Computer Inc.（「ＡＳＵＳ台湾」）を中心とする

グループに属していました。

原告は、２０１３年２月７日、本件特許について、ＬＴＥ規格

を 定 め る 標 準 化 団 体 で あ る E T S I（ E u r o p e a n

Telecommunications Standards Institute）のIPRポリ

シー（Intellectual Property Rights Policy）6.1条の定め

る公正 かつ合理的で非差別的な（fair, reasonable and

non-discriminatory）条件で、取 消不能なライセンスを許

諾する用意がある旨の宣言（「ＦＲＡＮＤ宣言」）を行ってい

ました。また、被告製品は、ＬＴＥ通信が可能な通信端末で

あり、ＬＴＥ通 信 は 、国 際 標 準 化 団 体３ＧＰＰ（ 3  r d

Generation Partnership Project）が定めた標準規格に

準拠していました。

このような背景の下、LTE規格にかかる標準必須特許の

うちの一部（特許2件）をもって、原告が被告に対して訴訟を

提起したのが本件となります。

2．争点

本件の争点は多岐にわたりますが、標準必須特許にかか

る訴訟における争点として、（1）差止請求に関し、被告の

F R A N D 条 件 によるライセンスを 受 ける意 思 の 有 無

（Willingness licensee該当性）及び（2）損害賠償請求に関

し、FRAND料率の算定方法について、以下取り上げます。

3．時系列

実施者側がFRAND条件によるライセンスを受ける意思

を有するかどうかは、交渉におけるやり取り・時系列による

ところですので、時系列については、別途（時系列表）、まと

めております。このうち、着目すべき点として、

権利者たる原告からの初回の通知書に対して、ＡＳＵＳ台

湾は、ＡＳＵＳ台湾は他社の知的財産権を尊重しており、

解決策について真摯に協議する意思がある旨を表明し

たこと（①）

一方で、ＡＳＵＳ台湾は、代表的に送付された特許のク

レームチャートについて、ベンダーの意見を確認するとし

て回答を延期したうえで、その後に、一部特許について

非充足・無効を主張したこと（②）

ＡＳＵＳ台湾は、春節休暇期間において対応を行わな

かったこと（③）

原告は、ＡＳＵＳ台湾に対して、米国訴訟を提起し、米国

に限定した形で、和解が成立したこと（④）

その後、ＡＳＵＳ台湾は、被告に代わり、原告に対し、ＦＲＡＮ

Ｄ条件でライセンスを受ける意思がある旨伝えたこと（⑤）

原告と被告側（被告・ＡＳＵＳ台湾）の間では、一貫して、

ロイヤリティ料 率 に つ い て 大 幅 な 隔 たりが あり、

Unwired Planet v. Huawei判決における算定方法の

解釈に齟齬があったこと（⑥）

原告はグローバルライセンスを提案していたものの、ＡＳ

ＵＳ台湾はグローバルライセンスでの解決を拒否してい

た（日本に限定した形での解決を提案していた）こと（⑦）

等が挙げられます。

4．裁判所の判断

（1）差止請求

裁判所は、被告がＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受け

本ニュースレターの発行元は弁護士法人大江橋法律事務所です。弁護士法人大江橋法律事務所は、1981年に設立された日本の総合法律事務所です。東京、大阪、名古屋、海外は上海にオ
フィスを構えており、主に企業法務を中心とした法的サービスを提供しております。本ニュースレターの内容は、一般的な情報提供に止まるものであり、個別具体的なケースに関する法的アドバ 
イスを想定したものではありません。本ニュースレターの内容につきましては、一切の責任を負わないものとさせて頂きます。法律・裁判例に関する情報及びその対応等については本ニュース
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る意思を有しないという特段の事情は認められないとして、

差止請求は権利の濫用として許されないと判断しました。

以下、判断内容を紹介いたします。

ア 判断基準

裁判所は、差止請求の判断基準について、アップルv.サム

スン大合議判決に沿った形で、以下のとおり判断しました。

「必須宣言特許権者が必須特許実施者に対し標準必須

特許に基づく差止めを請求することは、必須特許実施者が

ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受ける意思を有しないと

いう特段の事情がない限り、権利の濫用として許されない

というべきである。」

イ あてはめ

（ア）上記の①及び⑤の事情について

裁判所は、上記の①及び⑤の事情を考慮して以下の通

り判断し、被告は、FRAND条件によるライセンスを受ける

意思を有する者であると判断しました。

「ＡＳＵＳ台湾は、本件特許を含むＬＴＥ規格等の特許に

ついて、原告からライセンスを受けるよう求められた際、速

やかに、真摯に協議する意思があることを表明している上、

改めて原告から、被告に対してライセンスを受ける意思の

有無につき回答を求められた際も、ＦＲＡＮＤ条件でライセ

ンスを受ける意思があることを表明していることからする

と、被告及びＡＳＵＳ台湾は、少なくとも、ＦＲＡＮＤ条件によ

るライセンスを受ける意思を明確に表明していたことが認

められる。」

（イ）上記の②及び③の事情について

裁判所は、上記のベンダーへの確認（②）や春節休暇に

対応しなかったこと（③）について、以下の通り判断し、いず

れも上記（ア）の認定を覆すものではないと判断しました。

「ＡＳＵＳ台湾は、部品レベルの機能やチップセットの動

作の詳細については、ベンダから技術的情報の提供を受

けなければならないことなど、 ベンダへの確認が必要な理

由を原告に繰り返し説明しており、充足論等の検討に当た

りベンダへの確認自体は 一応合理的なものであることを

踏まえると、ベンダへの確認が不当な引き延ばしに当たると

までいうことはできない。」

「春節休暇についても、事前に休暇で対応ができなくなる

可能性が高いことを伝えている上、休暇の終了から約２か

月後に具体的な反論をしていることからすれば…不当に交

渉を遅延させたということはできない。」

（ウ）上記の⑥及び⑦の事情について

さらに、裁判所は、上記のFRAND料率及びグローバル

ライセンスについての争い（⑥及び⑦）について、以下の通

り判断し、この点も上記（ア）の認定を覆すものではないと

判断しました。

「もっとも…事前協議及び本件訴訟の和解協議にもかか

わらず、原告と被告との間でＦＲＡＮＤ料率に係る合意に至

らなかったのは…当事者双方提示に係るＦＲＡＮＤ料率が

余りにも大きくかけ離れていたためである…その原因は、

世 界 の 主 要 国 にお いては 、原 告 提 示 に係るU n w i r e d 

Planet v. Huawei判決その他のＦＲＡＮＤ料率の算定方

法に関する裁判例が時代の変化に応じて国際的に展開す

る一方、日本においては、アップルサムソン大合議判決以

降約１０年間にわたり、国際的な上記展開を踏まえた裁判

例がなく、本件に現れた諸事情を踏まえても、ＦＲＡＮＤ料

率の算定方法が必ずしも日本の実務に定着していないこと

に帰するものといえる。」

「原告は…具体的な計算過程や料率の合理性等は２０２

１年５月１３日まで示さなかったことを踏まえると…同年８月

３日の対案の提示が不合理に遅いということはできない。」

「ＦＲＡＮＤ料率は、本来的には必須宣言特許権者と必

須特許実施者との間で誠実交渉し可及的速やかにグロー

バルで合意されるべきものである…しかしながら、ＦＲＡＮ

Ｄ料率の算定方法が必ずしも日本の実務に定着していな

いため、本件において当事者双方提示に係るＦＲＡＮＤ料

率が余りにも大きくかけ離れていたこと…を踏まえると、グ

ローバルライセンスによる解決が現実的ではなく、まずは本

件特許に限った合意を目指すべきとする立場をとることも、

少なくとも本件に限っては必ずしも不合理なものとはいえな

い。そうすると、グローバルライセンスによる解決を拒否するこ

とは、標準必須特許のグローバルな性質に鑑みると、一般的

には、ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受ける意思を有しな

いことを推認すべき事情となり得るものの、 少なくとも本件に

限っては、上記推認の基礎を欠くというべきである。」

（2）損害賠償請求

ア　判断基準

裁判所は、ＦＲＡＮＤ料率の算定方法の判断基準について

以下の通り判断しました。

「特許法１０２条３項は、特許権侵害の際に特許権者が請

求し得る最低限度の 損害額を法定した規定であり、「特許権

者又は専用実施権者は、故意又は過失により自己の特許権

又は専用実施権を侵害した者に対し、その特許発明の実施

に 対し受けるべき金銭の額に相当する額の金銭を、自己が

受けた損害の額として その賠償を請求することができる。」と

規定している。そうすると、同項による 損害は、原則として、侵

害品の売上高を基準とし、そこに、実施に対し受けるべき料

率を乗じて算定すべきである。そして、実施に対し受けるべき

料率は、①当該特許発明の実際の実施許諾契約における実

施料率や、それが明らかでない場合には業界における実施

料の相場等も考慮に入れつつ、②当該特許発明自体の価値

すなわち特許発明の技術内容や重要性、他のものによる代

替可能性、③当該特許発明を当該製品に用いた場合の売

上げ及び利益への貢献や侵害の態様、④特許権者と侵害者

との競業関係や特許権者の営業方針等訴訟に現れた 15 諸

事情を総合考慮して、合理的な料率を定めるべきであり（知

的財産高等裁判 所平成３０年（ネ）第１００６３号令和元年６月

７日特別部判決〔令和元年大合議判決〕）、上記の理は、ＦＲＡ

ＮＤ条件による標準必須特許の実施に対し受 けるべき料率

（以下「ＦＲＡＮＤ料率」という。）についても異なるところはな

い。」

「そして、ＦＲＡＮＤ料率については、標準規格に準拠した

製品の製造等に実 施される標準必須特許のグローバルな性

質及び膨大な特許数に鑑みると、①当該標準必須特許の実

際の実施許諾契約における実施料率や、それが明らかでな

い場合には業界における実施料のグローバルな相場等も考

慮に入れつつ、②膨大な特許数の個別価値をそれぞれ認定

するのは実務上困難であるから、各標準必須特許の価値が

全て同一であるものと推認し、全標準必須特許の価値を全標

準必須特許の数で割ることによって一標準必須特許の価値

を算定する一方、当該標準必須特許の実施料率を累積した

実施料の合計額が合理的な範囲にとど まるようにすべきで

あり、③この場合において、全標準必須特許を当該製品に

用いた場合の売上げ及び利益への貢献を考慮するほか、④

ＦＲＡＮＤ料率は、 文字どおり公正かつ合理的で非差別的な

条件をもって、本来的には必須宣言特許権者と必須特許実

施者との間で誠実交渉し可及的速やかにグローバルで合意

されるべきものであるから、当該合意を後押しする観点から、

当事者間の交 渉経過、必須特許実施者におけるＦＲＡＮＤ

条件によるライセンスを受ける意 思その他訴訟に現れた諸

事情を総合考慮して、合理的な料率を定めるべきである。」

ここで、原告は、いわゆる侵害プレミアムとして、特許法１０

２条４項に基づく考慮をすべきであると主張しましたが、裁判

所は、「ＦＲＡＮＤ料率は、文字どおり公正かつ合理的で非差

別的な条件をもって合意されるべきものである」として、この

原告の主張を排斥しました。

イ　あてはめ

そのうえで、裁判所は、本件各特許が同一のファミリーに属

することから1件として計算することを前提に、被告製品の売

上高に対して、「ＬＴＥ規格全実施料率」を乗じたうえで、「ＬＴ

Ｅ規格全特許数」（ファミリー数）で割ることにより、具体的な

損害賠償額を算出しました。「ＬＴＥ規格全実施料率」及び「Ｌ

ＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）の算出の過程は以下の通

りです。

（ア）「ＬＴＥ規格全実施料率」

具体的には、ＬＴＥ規格全実施料率について、Unwired

P l a n e t  v. H u a w e i 判 決（２０１７年 ）は８．８％ 、T C L  v.

Ericsson判決（２０１７年）は６～１０％、Huawei v. Samsung

判決（２０１８年）は６～８％が相当であるとされたことを念頭

に、被告製品は、製品によっては、端末冷却機能や背面のサ

ブディスプレイ、指紋認証システム等を有するなど、通信機能

以外にもその売上げに貢献している部分が認められること

や、被告及びＡＳＵＳ台湾によるマーケティング活動によって、

被告製品は低価格で品質が良いというブランドイメージが形

成され、これが一定程度売上げに貢献していることを考慮し、

ＬＴＥ規格全実施料率は、「９％」であると認定しました。なお、

被告５G製品については、、ＬＴＥ通信の上位互換である５Ｇ

通信の機能を更に総合的に考慮し、ＬＴＥ通信と５Ｇ通信は、

２Ｇ通信及び３Ｇ通信とは大きく異なり、いずれもOFDMシン

ボルによる送受信を採用するなど共通性が高いことなどか

ら、ＬＴＥ規格全実施料率は、「８％」であると認定しました。

（イ）「ＬＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）

被告は、Uiified Patentsによる調査によるとＬＴＥに関して

ＦＲＡＮＤ宣言された特許ファミリーについて、無作為に抽出

した１万６０３６件のうち、１８１７件が当該特許ファミリーで

あったこと、また、無作為抽出はすべてを網羅していないこと

から、少なくともファミリー数は１８１７件を下らないと主張した

一方、原告は、Unwired Planet v. Huawei判決（２０１７年）

を踏まえファミリー数は約800件であると主張しました。

これに対して、裁判所は、当該特許の有効性等に鑑みると、

ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスの対象となるべき特許数は、

被告の主張する１８１７件よりも少ないものと推認するとする

一方で、Unwired Planet v. Huawei判決が２０１７年のもの

であり、その後にＬＴＥ規格に採用された標準必須特許は増

加したことが十分にうかがわれるとして、ファミリー数を「１３０

０件」と認定しました。

5．コメント

本件は、アップルv.サムスン大合議判決以降、標準必須特

許にかかる訴訟の判決がなされていなかった日本において、

約10年以上ぶりに出された判決です。

差止請求にかかる判断からは、被疑侵害者としては、誠実

交渉義務に違反しているといわれないために、ベンダーへの

確認についてはその合理的必要性を明確に説明すること、グ

ローバルライセンス休暇等がある場合には事前に伝えること

が必要であると思われます。また、FRAND料率の争いやグ

ローバルライセンスについては、アップルv.サムスン大合議判

決以降の裁判例の蓄積がなく、日本でその料率算定の実務

が 定 着して い な いという事 情 を 考 慮し、本 件 に 限って

FRAND料率の争いに2年以上も要したことやグローバルラ

イセンス提案を拒否したことをもって、被疑侵害者がＦＲＡＮ

Ｄ条件によるライセンスを受ける意思を有しないとまでは推

認できないとしていますが、一般論として、グローバルライセ

ンス提案を拒否することはＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを

受ける意思を有しないことの推認事情となると判断されてい

ますので、本判決も含め、今後、日本におけるFRAND料率算

定の判断が蓄積されたような場合には、この判断は変わり得

るものと思われます。

また、損害賠償請求にかかる判断からは、令和元年大合議

判決の基準がFRAND料率を定めるに際しても適用されるも

の の 、特 許 法１０２条４項 の い わ ゆる侵 害 プレミアム は

FRAND料率算定に当たっては考慮されないとされていま

す。また、本判決では、具体的な「ＬＴＥ規格全実施料率」及び

「ＬＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）の算出各において、海

外 で の 判 断（ U n w i r e d  P l a n e t  v .  H u a w e i 、T C L  v .

Ericsson、Huawei v. Samsung等）の展開も踏まえた判断が

されており、今後も海外の動向を踏まえた判断がなされるで

あろうと思われます。
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１．事案の概要

本件は、韓国ソウル市に本社を置く、通信技術に関連す

る知的財産権を保有する会社である原告（パンテックコー

ポレーション）が、日本において対象のスマートフォン（被告

製品）を輸入及び販売する会社である被告（ＡＳＵＳ ＪＡＰＡ

Ｎ株式会社）に対して、特許権侵害を主張し、差止め及び

損害賠償を求める事案です。被告は、台湾に本社を置く、

ASUS TeK Computer Inc.（「ＡＳＵＳ台湾」）を中心とする

グループに属していました。

原告は、２０１３年２月７日、本件特許について、ＬＴＥ規格

を 定 め る 標 準 化 団 体 で あ る E T S I（ E u r o p e a n 

Telecommunications Standards Institute）のIPRポリ

シー（Intellectual Property Rights Policy）6.1条の定め

る公正 かつ合理的で非差別的な（fair, reasonable and 

non-discriminatory）条件で、取 消不能なライセンスを許

諾する用意がある旨の宣言（「ＦＲＡＮＤ宣言」）を行ってい

ました。また、被告製品は、ＬＴＥ通信が可能な通信端末で

あり、ＬＴＥ通 信 は 、国 際 標 準 化 団 体３ＧＰＰ（ 3  r d 

Generation Partnership Project）が定めた標準規格に

準拠していました。

このような背景の下、LTE規格にかかる標準必須特許の

うちの一部（特許2件）をもって、原告が被告に対して訴訟を

提起したのが本件となります。

2．争点

本件の争点は多岐にわたりますが、標準必須特許にかか

る訴訟における争点として、（1）差止請求に関し、被告の

F R A N D 条 件 によるライセンスを 受 ける意 思 の 有 無

（Willingness licensee該当性）及び（2）損害賠償請求に関

し、FRAND料率の算定方法について、以下取り上げます。

3．時系列

実施者側がFRAND条件によるライセンスを受ける意思

を有するかどうかは、交渉におけるやり取り・時系列による

ところですので、時系列については、別途（時系列表）、まと

めております。このうち、着目すべき点として、

権利者たる原告からの初回の通知書に対して、ＡＳＵＳ台

湾は、ＡＳＵＳ台湾は他社の知的財産権を尊重しており、

解決策について真摯に協議する意思がある旨を表明し

たこと（①）

一方で、ＡＳＵＳ台湾は、代表的に送付された特許のク

レームチャートについて、ベンダーの意見を確認するとし

て回答を延期したうえで、その後に、一部特許について

非充足・無効を主張したこと（②）

ＡＳＵＳ台湾は、春節休暇期間において対応を行わな

かったこと（③）

原告は、ＡＳＵＳ台湾に対して、米国訴訟を提起し、米国

に限定した形で、和解が成立したこと（④）

その後、ＡＳＵＳ台湾は、被告に代わり、原告に対し、ＦＲＡＮ

Ｄ条件でライセンスを受ける意思がある旨伝えたこと（⑤）

原告と被告側（被告・ＡＳＵＳ台湾）の間では、一貫して、

ロイヤリティ料 率 に つ い て 大 幅 な 隔 たりが あり、

Unwired Planet v. Huawei判決における算定方法の

解釈に齟齬があったこと（⑥）

原告はグローバルライセンスを提案していたものの、ＡＳ

ＵＳ台湾はグローバルライセンスでの解決を拒否してい

た（日本に限定した形での解決を提案していた）こと（⑦）

等が挙げられます。

4．裁判所の判断

（1）差止請求

裁判所は、被告がＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受け

る意思を有しないという特段の事情は認められないとして、

差止請求は権利の濫用として許されないと判断しました。

以下、判断内容を紹介いたします。

ア　判断基準

裁判所は、差止請求の判断基準について、アップルv.サム

スン大合議判決に沿った形で、以下のとおり判断しました。

「必須宣言特許権者が必須特許実施者に対し標準必須

特許に基づく差止めを請求することは、必須特許実施者が

ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受ける意思を有しないと

いう特段の事情がない限り、権利の濫用として許されない

というべきである。」

イ　あてはめ

（ア）上記の①及び⑤の事情について

裁判所は、上記の①及び⑤の事情を考慮して以下の通

り判断し、被告は、FRAND条件によるライセンスを受ける

意思を有する者であると判断しました。

「ＡＳＵＳ台湾は、本件特許を含むＬＴＥ規格等の特許に

ついて、原告からライセンスを受けるよう求められた際、速

やかに、真摯に協議する意思があることを表明している上、

改めて原告から、被告に対してライセンスを受ける意思の

有無につき回答を求められた際も、ＦＲＡＮＤ条件でライセ

ンスを受ける意思があることを表明していることからする

と、被告及びＡＳＵＳ台湾は、少なくとも、ＦＲＡＮＤ条件によ

るライセンスを受ける意思を明確に表明していたことが認

められる。」

（イ）上記の②及び③の事情について

裁判所は、上記のベンダーへの確認（②）や春節休暇に

対応しなかったこと（③）について、以下の通り判断し、いず

れも上記（ア）の認定を覆すものではないと判断しました。

「ＡＳＵＳ台湾は、部品レベルの機能やチップセットの動

作の詳細については、ベンダから技術的情報の提供を受

けなければならないことなど、 ベンダへの確認が必要な理

由を原告に繰り返し説明しており、充足論等の検討に当た

りベンダへの確認自体は 一応合理的なものであることを

踏まえると、ベンダへの確認が不当な引き延ばしに当たると

までいうことはできない。」

「春節休暇についても、事前に休暇で対応ができなくなる

可能性が高いことを伝えている上、休暇の終了から約２か

月後に具体的な反論をしていることからすれば…不当に交

渉を遅延させたということはできない。」

（ウ）上記の⑥の事情について

さらに、裁判所は、上記のFRAND料率及びグローバル

ライセンスについての争い（⑥及び⑦）について、以下の通

り判断し、この点も上記（ア）の認定を覆すものではないと

判断しました。

「もっとも…事前協議及び本件訴訟の和解協議にもかか

わらず、原告と被告との間でＦＲＡＮＤ料率に係る合意に至

らなかったのは…当事者双方提示に係るＦＲＡＮＤ料率が

余りにも大きくかけ離れていたためである…その原因は、

世 界 の 主 要 国 にお いては 、原 告 提 示 に係るU n w i r e d 

Planet v. Huawei判決その他のＦＲＡＮＤ料率の算定方

法に関する裁判例が時代の変化に応じて国際的に展開す

る一方、日本においては、アップルサムソン大合議判決以

降約１０年間にわたり、国際的な上記展開を踏まえた裁判

例がなく、本件に現れた諸事情を踏まえても、ＦＲＡＮＤ料

率の算定方法が必ずしも日本の実務に定着していないこと

に帰するものといえる。」

「原告は…具体的な計算過程や料率の合理性等は２０２

１年５月１３日まで示さなかったことを踏まえると…同年８月

３日の対案の提示が不合理に遅いということはできない。」

「ＦＲＡＮＤ料率は、本来的には必須宣言特許権者と必

須特許実施者との間で誠実交渉し可及的速やかにグロー

バルで合意されるべきものである…しかしながら、ＦＲＡＮ

Ｄ料率の算定方法が必ずしも日本の実務に定着していな

いため、本件において当事者双方提示に係るＦＲＡＮＤ料

率が余りにも大きくかけ離れていたこと…を踏まえると、グ

ローバルライセンスによる解決が現実的ではなく、まずは本

件特許に限った合意を目指すべきとする立場をとることも、
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少なくとも本件に限っては必ずしも不合理なものとはいえな

い。そうすると、グローバルライセンスによる解決を拒否するこ

とは、標準必須特許のグローバルな性質に鑑みると、一般的

には、ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受ける意思を有しな

いことを推認すべき事情となり得るものの、 少なくとも本件に

限っては、上記推認の基礎を欠くというべきである。」

（2）損害賠償請求

ア　判断基準

裁判所は、ＦＲＡＮＤ料率の算定方法の判断基準について

以下の通り判断しました。

「特許法１０２条３項は、特許権侵害の際に特許権者が請

求し得る最低限度の 損害額を法定した規定であり、「特許権

者又は専用実施権者は、故意又は過失により自己の特許権

又は専用実施権を侵害した者に対し、その特許発明の実施

に 対し受けるべき金銭の額に相当する額の金銭を、自己が

受けた損害の額として その賠償を請求することができる。」と

規定している。そうすると、同項による 損害は、原則として、侵

害品の売上高を基準とし、そこに、実施に対し受けるべき料

率を乗じて算定すべきである。そして、実施に対し受けるべき

料率は、①当該特許発明の実際の実施許諾契約における実

施料率や、それが明らかでない場合には業界における実施

料の相場等も考慮に入れつつ、②当該特許発明自体の価値

すなわち特許発明の技術内容や重要性、他のものによる代

替可能性、 ③当該特許発明を当該製品に用いた場合の売

上げ及び利益への貢献や侵害の態様、④特許権者と侵害者

との競業関係や特許権者の営業方針等訴訟に現れた 15 諸

事情を総合考慮して、合理的な料率を定めるべきであり（知

的財産高等裁判 所平成３０年（ネ）第１００６３号令和元年６月

７日特別部判決〔令和元年大合議判決〕）、上記の理は、ＦＲＡ

ＮＤ条件による標準必須特許の実施に対し受 けるべき料率

（以下「ＦＲＡＮＤ料率」という。）についても異なるところはな

い。」

 「そして、ＦＲＡＮＤ料率については、標準規格に準拠した

製品の製造等に実 施される標準必須特許のグローバルな性

質及び膨大な特許数に鑑みると、①当該標準必須特許の実

際の実施許諾契約における実施料率や、それが明らかでな

い場合には業界における実施料のグローバルな相場等も考

慮に入れつつ、②膨大な特許数の個別価値をそれぞれ認定

するのは実務上困難であるから、各標準必須特許の価値が

全て同一であるものと推認し、全標準必須特許の価値を全標 

準必須特許の数で割ることによって一標準必須特許の価値

を算定する一方、当該標準必須特許の実施料率を累積した

実施料の合計額が合理的な範囲にとど まるようにすべきで

あり、③この場合において、全標準必須特許を当該製品に 

用いた場合の売上げ及び利益への貢献を考慮するほか、④

ＦＲＡＮＤ料率は、 文字どおり公正かつ合理的で非差別的な

条件をもって、本来的には必須宣言特許権者と必須特許実

施者との間で誠実交渉し可及的速やかにグローバルで合意

されるべきものであるから、当該合意を後押しする観点から、

当事者間の交 渉経過、必須特許実施者におけるＦＲＡＮＤ

条件によるライセンスを受ける意 思その他訴訟に現れた諸

事情を総合考慮して、合理的な料率を定めるべきである。」

ここで、原告は、いわゆる侵害プレミアムとして、特許法１０

２条４項に基づく考慮をすべきであると主張しましたが、裁判

所は、「ＦＲＡＮＤ料率は、文字どおり公正かつ合理的で非差

別的な条件をもって合意されるべきものである」として、この

原告の主張を排斥しました。

イ　あてはめ

そのうえで、裁判所は、本件各特許が同一のファミリーに属

することから1件として計算することを前提に、被告製品の売

上高に対して、「ＬＴＥ規格全実施料率」を乗じたうえで、「ＬＴ

Ｅ規格全特許数」（ファミリー数）で割ることにより、具体的な

損害賠償額を算出しました。「ＬＴＥ規格全実施料率」及び「Ｌ

ＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）の算出の過程は以下の通

りです。

（ア）「ＬＴＥ規格全実施料率」

　具体的には、ＬＴＥ規格全実施料率について、Unwired 

P l a n e t  v.  H u a w e i 判 決（２０１７年 ）は８．８％ 、T C L  v. 

Ericsson判決（２０１７年）は６～１０％、Huawei v. Samsung

判決（２０１８年）は６～８％が相当であるとされたことを念頭

に、被告製品は、製品によっては、端末冷却機能や背面のサ

ブディスプレイ、指紋認証システム等を有するなど、通信機能

以外にもその売上げに貢献している部分が認められること

や、被告及びＡＳＵＳ台湾によるマーケティング活動によって、

被告製品は低価格で品質が良いというブランドイメージが形

成され、これが一定程度売上げに貢献していることを考慮し、

ＬＴＥ規格全実施料率は、「９％」であると認定しました。なお、

被告５G製品については、、ＬＴＥ通信の上位互換である５Ｇ

通信の機能を更に総合的に考慮し、ＬＴＥ通信と５Ｇ通信は、

２Ｇ通信及び３Ｇ通信とは大きく異なり、いずれもOFDMシン

ボルによる送受信を採用するなど共通性が高いことなどか

ら、ＬＴＥ規格全実施料率は、「８％」であると認定しました。

（イ）「ＬＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）

被告は、Uiified Patentsによる調査によるとＬＴＥに関して

ＦＲＡＮＤ宣言された特許ファミリーについて、無作為に抽出

した１万６０３６件のうち、１８１７件が当該特許ファミリーで

あったこと、また、無作為抽出はすべてを網羅していないこと

から、少なくともファミリー数は１８１７件を下らないと主張した

一方、原告は、Unwired Planet v. Huawei判決（２０１７年）

を踏まえファミリー数は約800件であると主張しました。

これに対して、裁判所は、当該特許の有効性等に鑑みると、

ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスの対象となるべき特許数は、

被告の主張する１８１７件よりも少ないものと推認するとする

一方で、Unwired Planet v. Huawei判決が２０１７年のもの

であり、その後にＬＴＥ規格に採用された標準必須特許は増

加したことが十分にうかがわれるとして、ファミリー数を「１３０

０件」と認定しました。

5．コメント

本件は、アップルv.サムスン大合議判決以降、標準必須特

許にかかる訴訟の判決がなされていなかった日本において、

約10年以上ぶりに出された判決です。

差止請求にかかる判断からは、被疑侵害者としては、誠実

交渉義務に違反しているといわれないために、ベンダーへの

確認についてはその合理的必要性を明確に説明すること、グ

ローバルライセンス休暇等がある場合には事前に伝えること

が必要であると思われます。また、FRAND料率の争いやグ

ローバルライセンスについては、アップルv.サムスン大合議判

決以降の裁判例の蓄積がなく、日本でその料率算定の実務

が 定 着して い な いという事 情 を 考 慮し、本 件 に 限って

FRAND料率の争いに2年以上も要したことやグローバルラ

イセンス提案を拒否したことをもって、被疑侵害者がＦＲＡＮ

Ｄ条件によるライセンスを受ける意思を有しないとまでは推

認できないとしていますが、一般論として、グローバルライセ

ンス提案を拒否することはＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを

受ける意思を有しないことの推認事情となると判断されてい

ますので、本判決も含め、今後、日本におけるFRAND料率算

定の判断が蓄積されたような場合には、この判断は変わり得

るものと思われます。

また、損害賠償請求にかかる判断からは、令和元年大合議

判決の基準がFRAND料率を定めるに際しても適用されるも

の の 、特 許 法１０２条４項 の い わ ゆる侵 害 プレミアム は

FRAND料率算定に当たっては考慮されないとされていま

す。また、本判決では、具体的な「ＬＴＥ規格全実施料率」及び

「ＬＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）の算出各において、海

外 で の 判 断（ U n w i r e d  P l a n e t  v .  H u a w e i 、T C L  v . 

Ericsson、Huawei v. Samsung等）の展開も踏まえた判断が

されており、今後も海外の動向を踏まえた判断がなされるで

あろうと思われます。
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１．事案の概要

本件は、韓国ソウル市に本社を置く、通信技術に関連す

る知的財産権を保有する会社である原告（パンテックコー

ポレーション）が、日本において対象のスマートフォン（被告

製品）を輸入及び販売する会社である被告（ＡＳＵＳ ＪＡＰＡ

Ｎ株式会社）に対して、特許権侵害を主張し、差止め及び

損害賠償を求める事案です。被告は、台湾に本社を置く、

ASUS TeK Computer Inc.（「ＡＳＵＳ台湾」）を中心とする

グループに属していました。

原告は、２０１３年２月７日、本件特許について、ＬＴＥ規格

を 定 め る 標 準 化 団 体 で あ る E T S I（ E u r o p e a n 

Telecommunications Standards Institute）のIPRポリ

シー（Intellectual Property Rights Policy）6.1条の定め

る公正 かつ合理的で非差別的な（fair, reasonable and 

non-discriminatory）条件で、取 消不能なライセンスを許

諾する用意がある旨の宣言（「ＦＲＡＮＤ宣言」）を行ってい

ました。また、被告製品は、ＬＴＥ通信が可能な通信端末で

あり、ＬＴＥ通 信 は 、国 際 標 準 化 団 体３ＧＰＰ（ 3  r d 

Generation Partnership Project）が定めた標準規格に

準拠していました。

このような背景の下、LTE規格にかかる標準必須特許の

うちの一部（特許2件）をもって、原告が被告に対して訴訟を

提起したのが本件となります。

2．争点

本件の争点は多岐にわたりますが、標準必須特許にかか

る訴訟における争点として、（1）差止請求に関し、被告の

F R A N D 条 件 によるライセンスを 受 ける意 思 の 有 無

（Willingness licensee該当性）及び（2）損害賠償請求に関

し、FRAND料率の算定方法について、以下取り上げます。

3．時系列

実施者側がFRAND条件によるライセンスを受ける意思

を有するかどうかは、交渉におけるやり取り・時系列による

ところですので、時系列については、別途（時系列表）、まと

めております。このうち、着目すべき点として、

権利者たる原告からの初回の通知書に対して、ＡＳＵＳ台

湾は、ＡＳＵＳ台湾は他社の知的財産権を尊重しており、

解決策について真摯に協議する意思がある旨を表明し

たこと（①）

一方で、ＡＳＵＳ台湾は、代表的に送付された特許のク

レームチャートについて、ベンダーの意見を確認するとし

て回答を延期したうえで、その後に、一部特許について

非充足・無効を主張したこと（②）

ＡＳＵＳ台湾は、春節休暇期間において対応を行わな

かったこと（③）

原告は、ＡＳＵＳ台湾に対して、米国訴訟を提起し、米国

に限定した形で、和解が成立したこと（④）

その後、ＡＳＵＳ台湾は、被告に代わり、原告に対し、ＦＲＡＮ

Ｄ条件でライセンスを受ける意思がある旨伝えたこと（⑤）

原告と被告側（被告・ＡＳＵＳ台湾）の間では、一貫して、

ロイヤリティ料 率 に つ い て 大 幅 な 隔 たりが あり、

Unwired Planet v. Huawei判決における算定方法の

解釈に齟齬があったこと（⑥）

原告はグローバルライセンスを提案していたものの、ＡＳ

ＵＳ台湾はグローバルライセンスでの解決を拒否してい

た（日本に限定した形での解決を提案していた）こと（⑦）

等が挙げられます。

4．裁判所の判断

（1）差止請求

裁判所は、被告がＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受け

る意思を有しないという特段の事情は認められないとして、

差止請求は権利の濫用として許されないと判断しました。

以下、判断内容を紹介いたします。

ア　判断基準

裁判所は、差止請求の判断基準について、アップルv.サム

スン大合議判決に沿った形で、以下のとおり判断しました。

「必須宣言特許権者が必須特許実施者に対し標準必須

特許に基づく差止めを請求することは、必須特許実施者が

ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受ける意思を有しないと

いう特段の事情がない限り、権利の濫用として許されない

というべきである。」

イ　あてはめ

（ア）上記の①及び⑤の事情について

裁判所は、上記の①及び⑤の事情を考慮して以下の通

り判断し、被告は、FRAND条件によるライセンスを受ける

意思を有する者であると判断しました。

「ＡＳＵＳ台湾は、本件特許を含むＬＴＥ規格等の特許に

ついて、原告からライセンスを受けるよう求められた際、速

やかに、真摯に協議する意思があることを表明している上、

改めて原告から、被告に対してライセンスを受ける意思の

有無につき回答を求められた際も、ＦＲＡＮＤ条件でライセ

ンスを受ける意思があることを表明していることからする

と、被告及びＡＳＵＳ台湾は、少なくとも、ＦＲＡＮＤ条件によ

るライセンスを受ける意思を明確に表明していたことが認

められる。」

（イ）上記の②及び③の事情について

裁判所は、上記のベンダーへの確認（②）や春節休暇に

対応しなかったこと（③）について、以下の通り判断し、いず

れも上記（ア）の認定を覆すものではないと判断しました。

「ＡＳＵＳ台湾は、部品レベルの機能やチップセットの動

作の詳細については、ベンダから技術的情報の提供を受

けなければならないことなど、 ベンダへの確認が必要な理

由を原告に繰り返し説明しており、充足論等の検討に当た

りベンダへの確認自体は 一応合理的なものであることを

踏まえると、ベンダへの確認が不当な引き延ばしに当たると

までいうことはできない。」

「春節休暇についても、事前に休暇で対応ができなくなる

可能性が高いことを伝えている上、休暇の終了から約２か

月後に具体的な反論をしていることからすれば…不当に交

渉を遅延させたということはできない。」

（ウ）上記の⑥の事情について

さらに、裁判所は、上記のFRAND料率及びグローバル

ライセンスについての争い（⑥及び⑦）について、以下の通

り判断し、この点も上記（ア）の認定を覆すものではないと

判断しました。

「もっとも…事前協議及び本件訴訟の和解協議にもかか

わらず、原告と被告との間でＦＲＡＮＤ料率に係る合意に至

らなかったのは…当事者双方提示に係るＦＲＡＮＤ料率が

余りにも大きくかけ離れていたためである…その原因は、

世 界 の 主 要 国 にお いては 、原 告 提 示 に係るU n w i r e d 

Planet v. Huawei判決その他のＦＲＡＮＤ料率の算定方

法に関する裁判例が時代の変化に応じて国際的に展開す

る一方、日本においては、アップルサムソン大合議判決以

降約１０年間にわたり、国際的な上記展開を踏まえた裁判

例がなく、本件に現れた諸事情を踏まえても、ＦＲＡＮＤ料

率の算定方法が必ずしも日本の実務に定着していないこと

に帰するものといえる。」

「原告は…具体的な計算過程や料率の合理性等は２０２

１年５月１３日まで示さなかったことを踏まえると…同年８月

３日の対案の提示が不合理に遅いということはできない。」

「ＦＲＡＮＤ料率は、本来的には必須宣言特許権者と必

須特許実施者との間で誠実交渉し可及的速やかにグロー

バルで合意されるべきものである…しかしながら、ＦＲＡＮ

Ｄ料率の算定方法が必ずしも日本の実務に定着していな

いため、本件において当事者双方提示に係るＦＲＡＮＤ料

率が余りにも大きくかけ離れていたこと…を踏まえると、グ

ローバルライセンスによる解決が現実的ではなく、まずは本

件特許に限った合意を目指すべきとする立場をとることも、
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少なくとも本件に限っては必ずしも不合理なものとはいえな

い。そうすると、グローバルライセンスによる解決を拒否するこ

とは、標準必須特許のグローバルな性質に鑑みると、一般的

には、ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受ける意思を有しな

いことを推認すべき事情となり得るものの、 少なくとも本件に

限っては、上記推認の基礎を欠くというべきである。」

（2）損害賠償請求

ア　判断基準

裁判所は、ＦＲＡＮＤ料率の算定方法の判断基準について

以下の通り判断しました。

「特許法１０２条３項は、特許権侵害の際に特許権者が請

求し得る最低限度の 損害額を法定した規定であり、「特許権

者又は専用実施権者は、故意又は過失により自己の特許権

又は専用実施権を侵害した者に対し、その特許発明の実施

に 対し受けるべき金銭の額に相当する額の金銭を、自己が

受けた損害の額として その賠償を請求することができる。」と

規定している。そうすると、同項による 損害は、原則として、侵

害品の売上高を基準とし、そこに、実施に対し受けるべき料

率を乗じて算定すべきである。そして、実施に対し受けるべき

料率は、①当該特許発明の実際の実施許諾契約における実

施料率や、それが明らかでない場合には業界における実施

料の相場等も考慮に入れつつ、②当該特許発明自体の価値

すなわち特許発明の技術内容や重要性、他のものによる代

替可能性、 ③当該特許発明を当該製品に用いた場合の売

上げ及び利益への貢献や侵害の態様、④特許権者と侵害者

との競業関係や特許権者の営業方針等訴訟に現れた 15 諸

事情を総合考慮して、合理的な料率を定めるべきであり（知

的財産高等裁判 所平成３０年（ネ）第１００６３号令和元年６月

７日特別部判決〔令和元年大合議判決〕）、上記の理は、ＦＲＡ

ＮＤ条件による標準必須特許の実施に対し受 けるべき料率

（以下「ＦＲＡＮＤ料率」という。）についても異なるところはな

い。」

 「そして、ＦＲＡＮＤ料率については、標準規格に準拠した

製品の製造等に実 施される標準必須特許のグローバルな性

質及び膨大な特許数に鑑みると、①当該標準必須特許の実

際の実施許諾契約における実施料率や、それが明らかでな

い場合には業界における実施料のグローバルな相場等も考

慮に入れつつ、②膨大な特許数の個別価値をそれぞれ認定

するのは実務上困難であるから、各標準必須特許の価値が

全て同一であるものと推認し、全標準必須特許の価値を全標 

準必須特許の数で割ることによって一標準必須特許の価値

を算定する一方、当該標準必須特許の実施料率を累積した

実施料の合計額が合理的な範囲にとど まるようにすべきで

あり、③この場合において、全標準必須特許を当該製品に 

用いた場合の売上げ及び利益への貢献を考慮するほか、④

ＦＲＡＮＤ料率は、 文字どおり公正かつ合理的で非差別的な

条件をもって、本来的には必須宣言特許権者と必須特許実

施者との間で誠実交渉し可及的速やかにグローバルで合意

されるべきものであるから、当該合意を後押しする観点から、

当事者間の交 渉経過、必須特許実施者におけるＦＲＡＮＤ

条件によるライセンスを受ける意 思その他訴訟に現れた諸

事情を総合考慮して、合理的な料率を定めるべきである。」

ここで、原告は、いわゆる侵害プレミアムとして、特許法１０

２条４項に基づく考慮をすべきであると主張しましたが、裁判

所は、「ＦＲＡＮＤ料率は、文字どおり公正かつ合理的で非差

別的な条件をもって合意されるべきものである」として、この

原告の主張を排斥しました。

イ　あてはめ

そのうえで、裁判所は、本件各特許が同一のファミリーに属

することから1件として計算することを前提に、被告製品の売

上高に対して、「ＬＴＥ規格全実施料率」を乗じたうえで、「ＬＴ

Ｅ規格全特許数」（ファミリー数）で割ることにより、具体的な

損害賠償額を算出しました。「ＬＴＥ規格全実施料率」及び「Ｌ

ＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）の算出の過程は以下の通

りです。

（ア）「ＬＴＥ規格全実施料率」

　具体的には、ＬＴＥ規格全実施料率について、Unwired 

P l a n e t  v.  H u a w e i 判 決（２０１７年 ）は８．８％ 、T C L  v. 

Ericsson判決（２０１７年）は６～１０％、Huawei v. Samsung

判決（２０１８年）は６～８％が相当であるとされたことを念頭

に、被告製品は、製品によっては、端末冷却機能や背面のサ

ブディスプレイ、指紋認証システム等を有するなど、通信機能

以外にもその売上げに貢献している部分が認められること

や、被告及びＡＳＵＳ台湾によるマーケティング活動によって、

被告製品は低価格で品質が良いというブランドイメージが形

成され、これが一定程度売上げに貢献していることを考慮し、

ＬＴＥ規格全実施料率は、「９％」であると認定しました。なお、

被告５G製品については、、ＬＴＥ通信の上位互換である５Ｇ

通信の機能を更に総合的に考慮し、ＬＴＥ通信と５Ｇ通信は、

２Ｇ通信及び３Ｇ通信とは大きく異なり、いずれもOFDMシン

ボルによる送受信を採用するなど共通性が高いことなどか

ら、ＬＴＥ規格全実施料率は、「８％」であると認定しました。

（イ）「ＬＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）

被告は、Uiified Patentsによる調査によるとＬＴＥに関して

ＦＲＡＮＤ宣言された特許ファミリーについて、無作為に抽出

した１万６０３６件のうち、１８１７件が当該特許ファミリーで

あったこと、また、無作為抽出はすべてを網羅していないこと

から、少なくともファミリー数は１８１７件を下らないと主張した

一方、原告は、Unwired Planet v. Huawei判決（２０１７年）

を踏まえファミリー数は約800件であると主張しました。

これに対して、裁判所は、当該特許の有効性等に鑑みると、

ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスの対象となるべき特許数は、

被告の主張する１８１７件よりも少ないものと推認するとする

一方で、Unwired Planet v. Huawei判決が２０１７年のもの

であり、その後にＬＴＥ規格に採用された標準必須特許は増

加したことが十分にうかがわれるとして、ファミリー数を「１３０

０件」と認定しました。

5．コメント

本件は、アップルv.サムスン大合議判決以降、標準必須特

許にかかる訴訟の判決がなされていなかった日本において、

約10年以上ぶりに出された判決です。

差止請求にかかる判断からは、被疑侵害者としては、誠実

交渉義務に違反しているといわれないために、ベンダーへの

確認についてはその合理的必要性を明確に説明すること、グ

ローバルライセンス休暇等がある場合には事前に伝えること

が必要であると思われます。また、FRAND料率の争いやグ

ローバルライセンスについては、アップルv.サムスン大合議判

決以降の裁判例の蓄積がなく、日本でその料率算定の実務

が 定 着して い な いという事 情 を 考 慮し、本 件 に 限って

FRAND料率の争いに2年以上も要したことやグローバルラ

イセンス提案を拒否したことをもって、被疑侵害者がＦＲＡＮ

Ｄ条件によるライセンスを受ける意思を有しないとまでは推

認できないとしていますが、一般論として、グローバルライセ

ンス提案を拒否することはＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを

受ける意思を有しないことの推認事情となると判断されてい

ますので、本判決も含め、今後、日本におけるFRAND料率算

定の判断が蓄積されたような場合には、この判断は変わり得

るものと思われます。

また、損害賠償請求にかかる判断からは、令和元年大合議

判決の基準がFRAND料率を定めるに際しても適用されるも

の の 、特 許 法１０２条４項 の い わ ゆる侵 害 プレミアム は

FRAND料率算定に当たっては考慮されないとされていま

す。また、本判決では、具体的な「ＬＴＥ規格全実施料率」及び

「ＬＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）の算出各において、海

外 で の 判 断（ U n w i r e d  P l a n e t  v .  H u a w e i 、T C L  v . 

Ericsson、Huawei v. Samsung等）の展開も踏まえた判断が

されており、今後も海外の動向を踏まえた判断がなされるで

あろうと思われます。

No.1052025.09月号

次ページへ続く



06

１．事案の概要

本件は、韓国ソウル市に本社を置く、通信技術に関連す

る知的財産権を保有する会社である原告（パンテックコー

ポレーション）が、日本において対象のスマートフォン（被告

製品）を輸入及び販売する会社である被告（ＡＳＵＳ ＪＡＰＡ

Ｎ株式会社）に対して、特許権侵害を主張し、差止め及び

損害賠償を求める事案です。被告は、台湾に本社を置く、

ASUS TeK Computer Inc.（「ＡＳＵＳ台湾」）を中心とする

グループに属していました。

原告は、２０１３年２月７日、本件特許について、ＬＴＥ規格

を 定 め る 標 準 化 団 体 で あ る E T S I（ E u r o p e a n 

Telecommunications Standards Institute）のIPRポリ

シー（Intellectual Property Rights Policy）6.1条の定め

る公正 かつ合理的で非差別的な（fair, reasonable and 

non-discriminatory）条件で、取 消不能なライセンスを許

諾する用意がある旨の宣言（「ＦＲＡＮＤ宣言」）を行ってい

ました。また、被告製品は、ＬＴＥ通信が可能な通信端末で

あり、ＬＴＥ通 信 は 、国 際 標 準 化 団 体３ＧＰＰ（ 3  r d 

Generation Partnership Project）が定めた標準規格に

準拠していました。

このような背景の下、LTE規格にかかる標準必須特許の

うちの一部（特許2件）をもって、原告が被告に対して訴訟を

提起したのが本件となります。

2．争点

本件の争点は多岐にわたりますが、標準必須特許にかか

る訴訟における争点として、（1）差止請求に関し、被告の

F R A N D 条 件 によるライセンスを 受 ける意 思 の 有 無

（Willingness licensee該当性）及び（2）損害賠償請求に関

し、FRAND料率の算定方法について、以下取り上げます。

3．時系列

実施者側がFRAND条件によるライセンスを受ける意思

を有するかどうかは、交渉におけるやり取り・時系列による

ところですので、時系列については、別途（時系列表）、まと

めております。このうち、着目すべき点として、

権利者たる原告からの初回の通知書に対して、ＡＳＵＳ台

湾は、ＡＳＵＳ台湾は他社の知的財産権を尊重しており、

解決策について真摯に協議する意思がある旨を表明し

たこと（①）

一方で、ＡＳＵＳ台湾は、代表的に送付された特許のク

レームチャートについて、ベンダーの意見を確認するとし

て回答を延期したうえで、その後に、一部特許について

非充足・無効を主張したこと（②）

ＡＳＵＳ台湾は、春節休暇期間において対応を行わな

かったこと（③）

原告は、ＡＳＵＳ台湾に対して、米国訴訟を提起し、米国

に限定した形で、和解が成立したこと（④）

その後、ＡＳＵＳ台湾は、被告に代わり、原告に対し、ＦＲＡＮ

Ｄ条件でライセンスを受ける意思がある旨伝えたこと（⑤）

原告と被告側（被告・ＡＳＵＳ台湾）の間では、一貫して、

ロイヤリティ料 率 に つ い て 大 幅 な 隔 たりが あり、

Unwired Planet v. Huawei判決における算定方法の

解釈に齟齬があったこと（⑥）

原告はグローバルライセンスを提案していたものの、ＡＳ

ＵＳ台湾はグローバルライセンスでの解決を拒否してい

た（日本に限定した形での解決を提案していた）こと（⑦）

等が挙げられます。

4．裁判所の判断

（1）差止請求

裁判所は、被告がＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受け

知的財産ニュースレター Newsletter  

る意思を有しないという特段の事情は認められないとして、

差止請求は権利の濫用として許されないと判断しました。

以下、判断内容を紹介いたします。

ア　判断基準

裁判所は、差止請求の判断基準について、アップルv.サム

スン大合議判決に沿った形で、以下のとおり判断しました。

「必須宣言特許権者が必須特許実施者に対し標準必須

特許に基づく差止めを請求することは、必須特許実施者が

ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受ける意思を有しないと

いう特段の事情がない限り、権利の濫用として許されない

というべきである。」

イ　あてはめ

（ア）上記の①及び⑤の事情について

裁判所は、上記の①及び⑤の事情を考慮して以下の通

り判断し、被告は、FRAND条件によるライセンスを受ける

意思を有する者であると判断しました。

「ＡＳＵＳ台湾は、本件特許を含むＬＴＥ規格等の特許に

ついて、原告からライセンスを受けるよう求められた際、速

やかに、真摯に協議する意思があることを表明している上、

改めて原告から、被告に対してライセンスを受ける意思の

有無につき回答を求められた際も、ＦＲＡＮＤ条件でライセ

ンスを受ける意思があることを表明していることからする

と、被告及びＡＳＵＳ台湾は、少なくとも、ＦＲＡＮＤ条件によ

るライセンスを受ける意思を明確に表明していたことが認

められる。」

（イ）上記の②及び③の事情について

裁判所は、上記のベンダーへの確認（②）や春節休暇に

対応しなかったこと（③）について、以下の通り判断し、いず

れも上記（ア）の認定を覆すものではないと判断しました。

「ＡＳＵＳ台湾は、部品レベルの機能やチップセットの動

作の詳細については、ベンダから技術的情報の提供を受

けなければならないことなど、 ベンダへの確認が必要な理

由を原告に繰り返し説明しており、充足論等の検討に当た

りベンダへの確認自体は 一応合理的なものであることを

踏まえると、ベンダへの確認が不当な引き延ばしに当たると

までいうことはできない。」

「春節休暇についても、事前に休暇で対応ができなくなる

可能性が高いことを伝えている上、休暇の終了から約２か

月後に具体的な反論をしていることからすれば…不当に交

渉を遅延させたということはできない。」

（ウ）上記の⑥の事情について

さらに、裁判所は、上記のFRAND料率及びグローバル

ライセンスについての争い（⑥及び⑦）について、以下の通

り判断し、この点も上記（ア）の認定を覆すものではないと

判断しました。

「もっとも…事前協議及び本件訴訟の和解協議にもかか

わらず、原告と被告との間でＦＲＡＮＤ料率に係る合意に至

らなかったのは…当事者双方提示に係るＦＲＡＮＤ料率が

余りにも大きくかけ離れていたためである…その原因は、

世 界 の 主 要 国 にお いては 、原 告 提 示 に係るU n w i r e d 

Planet v. Huawei判決その他のＦＲＡＮＤ料率の算定方

法に関する裁判例が時代の変化に応じて国際的に展開す

る一方、日本においては、アップルサムソン大合議判決以

降約１０年間にわたり、国際的な上記展開を踏まえた裁判

例がなく、本件に現れた諸事情を踏まえても、ＦＲＡＮＤ料

率の算定方法が必ずしも日本の実務に定着していないこと

に帰するものといえる。」

「原告は…具体的な計算過程や料率の合理性等は２０２

１年５月１３日まで示さなかったことを踏まえると…同年８月

３日の対案の提示が不合理に遅いということはできない。」

「ＦＲＡＮＤ料率は、本来的には必須宣言特許権者と必

須特許実施者との間で誠実交渉し可及的速やかにグロー

バルで合意されるべきものである…しかしながら、ＦＲＡＮ

Ｄ料率の算定方法が必ずしも日本の実務に定着していな

いため、本件において当事者双方提示に係るＦＲＡＮＤ料

率が余りにも大きくかけ離れていたこと…を踏まえると、グ

ローバルライセンスによる解決が現実的ではなく、まずは本

件特許に限った合意を目指すべきとする立場をとることも、

少なくとも本件に限っては必ずしも不合理なものとはいえな

い。そうすると、グローバルライセンスによる解決を拒否するこ

とは、標準必須特許のグローバルな性質に鑑みると、一般的

には、ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受ける意思を有しな

いことを推認すべき事情となり得るものの、 少なくとも本件に

限っては、上記推認の基礎を欠くというべきである。」

（2）損害賠償請求

ア　判断基準

裁判所は、ＦＲＡＮＤ料率の算定方法の判断基準について

以下の通り判断しました。

「特許法１０２条３項は、特許権侵害の際に特許権者が請

求し得る最低限度の 損害額を法定した規定であり、「特許権

者又は専用実施権者は、故意又は過失により自己の特許権

又は専用実施権を侵害した者に対し、その特許発明の実施

に 対し受けるべき金銭の額に相当する額の金銭を、自己が

受けた損害の額として その賠償を請求することができる。」と

規定している。そうすると、同項による 損害は、原則として、侵

害品の売上高を基準とし、そこに、実施に対し受けるべき料

率を乗じて算定すべきである。そして、実施に対し受けるべき

料率は、①当該特許発明の実際の実施許諾契約における実

施料率や、それが明らかでない場合には業界における実施

料の相場等も考慮に入れつつ、②当該特許発明自体の価値

すなわち特許発明の技術内容や重要性、他のものによる代

替可能性、 ③当該特許発明を当該製品に用いた場合の売

上げ及び利益への貢献や侵害の態様、④特許権者と侵害者

との競業関係や特許権者の営業方針等訴訟に現れた 15 諸

事情を総合考慮して、合理的な料率を定めるべきであり（知

的財産高等裁判 所平成３０年（ネ）第１００６３号令和元年６月

７日特別部判決〔令和元年大合議判決〕）、上記の理は、ＦＲＡ

ＮＤ条件による標準必須特許の実施に対し受 けるべき料率

（以下「ＦＲＡＮＤ料率」という。）についても異なるところはな

い。」

 「そして、ＦＲＡＮＤ料率については、標準規格に準拠した

製品の製造等に実 施される標準必須特許のグローバルな性

質及び膨大な特許数に鑑みると、①当該標準必須特許の実

際の実施許諾契約における実施料率や、それが明らかでな

い場合には業界における実施料のグローバルな相場等も考

慮に入れつつ、②膨大な特許数の個別価値をそれぞれ認定

するのは実務上困難であるから、各標準必須特許の価値が

全て同一であるものと推認し、全標準必須特許の価値を全標 

準必須特許の数で割ることによって一標準必須特許の価値

を算定する一方、当該標準必須特許の実施料率を累積した

実施料の合計額が合理的な範囲にとど まるようにすべきで

あり、③この場合において、全標準必須特許を当該製品に 

用いた場合の売上げ及び利益への貢献を考慮するほか、④

ＦＲＡＮＤ料率は、 文字どおり公正かつ合理的で非差別的な

条件をもって、本来的には必須宣言特許権者と必須特許実

施者との間で誠実交渉し可及的速やかにグローバルで合意

されるべきものであるから、当該合意を後押しする観点から、

当事者間の交 渉経過、必須特許実施者におけるＦＲＡＮＤ

条件によるライセンスを受ける意 思その他訴訟に現れた諸

事情を総合考慮して、合理的な料率を定めるべきである。」

ここで、原告は、いわゆる侵害プレミアムとして、特許法１０

２条４項に基づく考慮をすべきであると主張しましたが、裁判

所は、「ＦＲＡＮＤ料率は、文字どおり公正かつ合理的で非差

別的な条件をもって合意されるべきものである」として、この

原告の主張を排斥しました。

イ　あてはめ

そのうえで、裁判所は、本件各特許が同一のファミリーに属

することから1件として計算することを前提に、被告製品の売

上高に対して、「ＬＴＥ規格全実施料率」を乗じたうえで、「ＬＴ

Ｅ規格全特許数」（ファミリー数）で割ることにより、具体的な

損害賠償額を算出しました。「ＬＴＥ規格全実施料率」及び「Ｌ

ＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）の算出の過程は以下の通

りです。

（ア）「ＬＴＥ規格全実施料率」

　具体的には、ＬＴＥ規格全実施料率について、Unwired 

P l a n e t  v.  H u a w e i 判 決（２０１７年 ）は８．８％ 、T C L  v. 

Ericsson判決（２０１７年）は６～１０％、Huawei v. Samsung

判決（２０１８年）は６～８％が相当であるとされたことを念頭

に、被告製品は、製品によっては、端末冷却機能や背面のサ

ブディスプレイ、指紋認証システム等を有するなど、通信機能

以外にもその売上げに貢献している部分が認められること

や、被告及びＡＳＵＳ台湾によるマーケティング活動によって、

被告製品は低価格で品質が良いというブランドイメージが形

成され、これが一定程度売上げに貢献していることを考慮し、

ＬＴＥ規格全実施料率は、「９％」であると認定しました。なお、

被告５G製品については、、ＬＴＥ通信の上位互換である５Ｇ

通信の機能を更に総合的に考慮し、ＬＴＥ通信と５Ｇ通信は、

２Ｇ通信及び３Ｇ通信とは大きく異なり、いずれもOFDMシン

ボルによる送受信を採用するなど共通性が高いことなどか

ら、ＬＴＥ規格全実施料率は、「８％」であると認定しました。

（イ）「ＬＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）

被告は、Uiified Patentsによる調査によるとＬＴＥに関して

ＦＲＡＮＤ宣言された特許ファミリーについて、無作為に抽出

した１万６０３６件のうち、１８１７件が当該特許ファミリーで

あったこと、また、無作為抽出はすべてを網羅していないこと

から、少なくともファミリー数は１８１７件を下らないと主張した

一方、原告は、Unwired Planet v. Huawei判決（２０１７年）

を踏まえファミリー数は約800件であると主張しました。

これに対して、裁判所は、当該特許の有効性等に鑑みると、

ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスの対象となるべき特許数は、

被告の主張する１８１７件よりも少ないものと推認するとする

一方で、Unwired Planet v. Huawei判決が２０１７年のもの

であり、その後にＬＴＥ規格に採用された標準必須特許は増

加したことが十分にうかがわれるとして、ファミリー数を「１３０

０件」と認定しました。

5．コメント

本件は、アップルv.サムスン大合議判決以降、標準必須特

許にかかる訴訟の判決がなされていなかった日本において、

約10年以上ぶりに出された判決です。

差止請求にかかる判断からは、被疑侵害者としては、誠実

交渉義務に違反しているといわれないために、ベンダーへの

確認についてはその合理的必要性を明確に説明すること、グ

ローバルライセンス休暇等がある場合には事前に伝えること

が必要であると思われます。また、FRAND料率の争いやグ

ローバルライセンスについては、アップルv.サムスン大合議判

決以降の裁判例の蓄積がなく、日本でその料率算定の実務

が 定 着して い な いという事 情 を 考 慮し、本 件 に 限って

FRAND料率の争いに2年以上も要したことやグローバルラ

イセンス提案を拒否したことをもって、被疑侵害者がＦＲＡＮ

Ｄ条件によるライセンスを受ける意思を有しないとまでは推

認できないとしていますが、一般論として、グローバルライセ

ンス提案を拒否することはＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを

受ける意思を有しないことの推認事情となると判断されてい

ますので、本判決も含め、今後、日本におけるFRAND料率算

定の判断が蓄積されたような場合には、この判断は変わり得

るものと思われます。

また、損害賠償請求にかかる判断からは、令和元年大合議

判決の基準がFRAND料率を定めるに際しても適用されるも

の の 、特 許 法１０２条４項 の い わ ゆる侵 害 プレミアム は

FRAND料率算定に当たっては考慮されないとされていま

す。また、本判決では、具体的な「ＬＴＥ規格全実施料率」及び

「ＬＴＥ規格全特許数」（ファミリー数）の算出各において、海

外 で の 判 断（ U n w i r e d  P l a n e t  v .  H u a w e i 、T C L  v . 

Ericsson、Huawei v. Samsung等）の展開も踏まえた判断が

されており、今後も海外の動向を踏まえた判断がなされるで

あろうと思われます。

日付 内容

2020年6月12日 原告（パンテックコーポレーション）は、ＡＳＵＳ台湾に対し、原告が保有するＬＴＥ等の特許について、ライセンスを受けるよう求める旨の通知書を送付した。当該通知書
に添付された特許リストには、「原告特許の代表的な一覧」と記載されており、本件特許の特許番号も記載されていた。

2020年7月10日 ＡＳＵＳ台湾は、原告に対し、ＡＳＵＳ台湾は他社の知的財産権を尊重しており、解決策について真摯に協議する意思がある旨を表明した。
2020年7月20日 原告は、ＡＳＵＳ台湾に対し、秘密保持契約の締結を要請した。

2020年8月7日 原告とＡＳＵＳ台湾との間で秘密保持契約が締結された。

2020年8月28日

原告は、ＡＳＵＳ台湾に対し、ライセンス条件を提示して説明したものの（以下「第１回交渉」という。）、①代表的な特許のクレームチャート、②ライセンス対象となる全
ての原告保有特許の特許番号のリストが明らかではなかった。そのため、原告は、ＡＳＵＳ台湾に対し、上記①及び②の内容を提示することを約束した。なお、原告は、この
日の提案において、過去の損害額や今後の実施料率を示すとともに、原告は少なくとも●（省略）●個の標準必須特許（以下、当事者の表記に合わせて「ＳＥＰ」ともい
う。）を保有しており、Unwired Planet v. Huawei判決に照らして、料率を計算したと説明した。

2020年9月9日 原告は、上記約束に基づき、ＡＳＵＳ台湾に対し、ライセンス対象となる全ての原告保有特許の特許番号が記載されたリスト（上記②）を提示した。

2020年9月22日 原告は、上記約束に基づき、ＡＳＵＳ台湾に対し、代表的な特許１０件のクレームチャート（上記①）を提示し、クレームチャートについて説明をするための電話会議を、同
年１０月２６日の週に設けることを提案した。

2020年9月24日 ＡＳＵＳ台湾は、原告に対し、ベンダからの説明が間に合わないことが予想されるため、同年１０月２６日の週の電話会議では原告の説明を聞くこととし、追って、ベンダか
らの返事を踏まえてＡＳＵＳ台湾の意見を伝えることでもよいかと尋ねた。

2020年10月27日
原告は、ＡＳＵＳ台湾に対し、同年９月２２日に提示したクレームチャートの説明をした（以下「第２回交渉」という。）。この際、原告は、原告が提示した特許番号のリス
トには、ＡＳＵＳ台湾の製品に関係の無い特許も含まれていることを認め、ＡＳＵＳ台湾に対し、このような特許を特定するように要請した。また、ＡＳＵＳ台湾は、ベンダ
との間で秘密保持契約を締結したことのほか、同年１２月中旬までにベンダの意見を連絡することを伝えた。

2020年11月18日 原告は、原告がＡＳＵＳ台湾に対して事前にクレームチャートを送付していたにもかかわらず、ＡＳＵＳ台湾は第２回交渉に向けた準備が不足しており、同社のような大企業
がベンダに確認しないと分からないというのは不誠実である旨通知した。

2020年11月20日

ＡＳＵＳ台湾は、原告に対し、第２回交渉時に１２月中旬までにベンダの意見も併せて返事をすると約束したこと、標準必須特許ではない２件については来週には回答するこ
と、標準必須特許とされる８件については１２月中旬までに回答すること、部品の機能等についてはベンダの技術的情報を頼る必要があること、●（省略）●件の特許ファミ
リーのうち約●（省略）●件は韓国のみをカバーしている特許であるため、韓国を市場としないＡＳＵＳ製品には関係がないこと、第２回交渉時に原告から要請を受けたＡＳ
ＵＳ製品に無関係の特許の特定については、技術的な議論が長期化することを避けるため、当該特定作業はせずに、焦点を１０件のクレームチャートに絞りたいことなどを伝
えた。

2020年11月27日 ＡＳＵＳ台湾は、原告に対し、クレームチャートに記載されていた特許２件について、非充足と無効を主張した。
2020年12月15日 ＡＳＵＳ台湾は、原告に対し、標準必須特許とされる６件（本件第２特許に対応する米国特許を含む。）について、非充足を主張した。
2020年12月23日

～2021年4月23日
原告とＡＳＵＳ台湾は、上記非充足及び無効主張（ＡＳＵＳ台湾は、前記で無効を主張した特許以外に対しても、無効主張を追加した。）について反論のやり取り等を行っ
た。

2021年4月21日 これと並行して、原告は、ＡＳＵＳ台湾に対し、原告のライセンス提案に対する対案を要請した。
2021年4月23日 ＡＳＵＳ台湾は、原告に対し、原告の当初提案の具体的な算定根拠の提示を受けていない旨指摘した。
2021年5月13日 原告は、ＡＳＵＳ台湾に対し、２０２０年８月２８日の当初の提案について、ライセンス条件の計算根拠をより具体的に提示した。

2021年5月28日 ＡＳＵＳ台湾は、原告に対し、原告が採用した累積ロイヤリティ料率は１０年以上前の調査を基にしており、２０１９年以降の５Ｇの商業化や、Unwired Planet v. Huawei判
決で決定されたＬＴＥの累積ロイヤリティ料率から大幅に逸脱していることなどからすれば、原告の上記ライセンス条件はＦＲＡＮＤ条件とはいえないことを指摘した。

2021年6月8日 原告は、ＡＳＵＳ台湾に対し、原告提示の条件はＦＲＡＮＤ条件であることや、原告保有特許の大部分は５Ｇ規格もカバーしていることを主張した。

2021年8月3日 ＡＳＵＳ台湾は、原告に対し、ライセンス条件の対案を提示した。なお、この時点において、ＡＳＵＳ台湾は、原告から原告保有特許の全てが５Ｇ規格をカバーしていること
の具体的な説明を受けていなかったため、当該対案は、原告保有特許がＬＴＥのみをカバーしていることを前提に算出された。

2021年8月28日 原告は、ＡＳＵＳ台湾に対し、米国で訴訟を提起した。

2021年12月22日 原告は、ＡＳＵＳの日本法人である被告に対し、本件特許を含む１０件のＬＴＥ規格等に準拠する特許について、ライセンス条件は既にＡＳＵＳ台湾に伝えているところ、ラ
イセンスを受ける意思があれば回答されたい旨記載した通知書を送付した。

2021年12月27日 上記米国訴訟において、原告とＡＳＵＳ台湾との間で和解が成立した。

2022年2月16日 ＡＳＵＳ台湾は、被告に代わり、原告に対し、ＦＲＡＮＤ条件でライセンスを受ける意思がある旨伝えるとともに、本件特許を含む日本の特許のクレームチャートを提示する
ように要請した。

2022年3月31日 原告は、ＡＳＵＳ　ＪＡＰＡＮ株式会社を被告として、本件訴訟を提起した。
2022年4月13日 被告（ＡＳＵＳ　ＪＡＰＡＮ株式会社）は、本件訴訟の訴状を受領した。

2022年4月15日 ＡＳＵＳ台湾は、原告に対し、原告の特許が５Ｇ規格をカバーすると主張するので、５Ｇ規格との対応関係を示すクレームチャートを提示するよう要求してきたが、その提示
がない旨指摘した。

2022年4月22日 原告は、ＡＳＵＳ台湾に対し、５Ｇ規格の上記クレームチャートを提供する義務はないと考えていると付言しつつも、５Ｇ規格の代表的なクレームチャートを提示した。
2022年4月27日 ＡＳＵＳ台湾は、原告に対し、５Ｇ規格のクレームチャートをベンダに共有することを要請した。

2022年5月27日 原告は、ＡＳＵＳ台湾に対し、ＡＳＵＳ台湾が５Ｇ規格のクレームチャートをベンダに共有することを了解した。その直後、ＡＳＵＳ台湾は、当該クレームチャートをベンダ
に提供した。

2022年7月29日 ＡＳＵＳ台湾は、原告に対し、５Ｇの特許４件について非充足と無効を主張した。
2022年8月26日

～11月21日
原告とＡＳＵＳ台湾は、反論等のやり取りをした。

2022年12月8日 ＡＳＵＳ台湾は、原告に対し、日本での販売データが用意できたことを伝え、電話会議を提案した。

2022年12月16日 ＡＳＵＳ台湾は、電話会議において、原告に対し、日本での販売データを開示するとともに、５Ｇ端末だけでなくＬＴＥ端末も原告のＬＴＥ特許のライセンス対象に含めるな
どしたライセンス条件を提示した。

2023年1月6日 ＡＳＵＳ台湾は、原告に対し、1月２０日から２９日にかけては春節の休暇となるから、協議を希望する場合は春節に近すぎない頃にしてほしい旨伝えた。
2023年1月14日 原告は、ＡＳＵＳ台湾に対し、原告のＦＲＡＮＤ料率に沿った数字であれば、柔軟に対応する旨伝えた。
2023年1月19日 ＡＳＵＳ台湾は、春節の休暇後に検討する旨返信した。

2023年3月24日 ＡＳＵＳ台湾は、原告に対し、標準必須特許でない特許についてライセンスを受ける必要性はないところ、昨年１２月の電話会議において示されたロイヤリティ料率は、標準
必須特許でない特許も含めた提案であるから、別の提案をするよう要請した。

2023年3月26日 原告は、ＡＳＵＳ台湾に対し、同社が意味のある対案を提示できていないことを指摘する一方で、標準必須特許のみのライセンスについて了承し、１特許当たり●（省略）●
米ドルの条件を提示した。

2023年3月27日
～4月20日

原告とＡＳＵＳ台湾は、料率や具体的な金額、ＳＥＰ件数の根拠等についてやり取りした。

2023年5月5日 原告は、ＡＳＵＳ台湾に対し、電話会議の開催を要請した。

2023年5月25日 電話会議が開かれた。原告は、当該電話会議において、ＬＴＥ規格のＳＥＰファミリーを少なくとも●（省略）●件保有していることのほか、その特許リストを追って開示す
ることなどを伝えた。

2023年5月31日 原告は、ＡＳＵＳ台湾に対し、保有する特許リストを更新して、開示した。

2023年6月28日 ＡＳＵＳ台湾は、電話会議において、原告が更新した上記特許リストを踏まえ、過去の販売台数に関し、トップダウンアプローチに基づく一括払いのライセンス料を提示し
た。

2023年8月8日 ＡＳＵＳ台湾は、同年６月２８日に提示した案に対する回答を催促した。

2023年8月29日 原告は、原告としては日本の裁判所の関与の下で、世界全体のライセンスに係る和解協議を行いたいと考えており、まずは同裁判所の指示に従って対応する予定である旨回答
した。
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１．事案の概要

Yは、原出願の一部を分割して、発明の名称を「弾塑性履

歴型ダンパ」とする発明について、新たな特許出願をし、平

成24年12月19日、特許権の設定登録（特許第5667716

号）を受けました。Xは、令和4年3月25日、特許無効審判を

請求し（無効2022－800025号）、Yは、訂正請求を行ったと

ころ、特許庁は、令和6年3月28日、訂正を認めた上で、無

効審判は成り立たないとの審決（以下「本件審決」といいま

す。）をし、その謄本はXに送達されました。本件はXが本件

審決の取消しを求めた訴訟です。

知財高裁では原告の主張する進歩性なし、新規性なしな

どの取消事由を認めず、原告の審決取消請求を棄却しまし

た。

２．本件での争点（裁判所において判断されたもの）

（1）取消事由1（甲１（特開2007－51452号公報）発明を主

引用発明とし、甲2（特開2011－64028号公報）に記載さ

れた構成及び甲3（特開2009－47193号公報）に例示さ

れるような選択的事項に基づいてする請求項1等に係る

発明の進歩性の欠如に関する認定、判断の誤り）

（2）取消事由2（請求項1等に係る発明は甲12（特開2010

－121384号公報）発明と同一であるとする新規性の欠

如、又は甲12発明を主引用発明とし、甲13（特開2007－

239241号公報）発明に基づいてする進歩性の欠如）

（3）取消事由3（サポート要件違反）（サポート要件を充足し

ていると判断していますが本稿では省略します。）

３．裁判所の判断

（1）本件明細書の記載事項について

　裁判所は、本件明細書には、本件訂正発明に関し、次の

ような技術的思想及び技術的意義が記載されているものと

はじめに認定しました（明細書の図と対照できるように番号

を挿入しました）。

「従来の剪断パネル型ダンパは、建築物や橋梁等におい

て、上部構造物と下部構造物との間における下部構造物

に固定設置され、常時や所定レベルまでの地震に対しては

上部構造の変位を拘束するストッパとして機能し、所定レ

ベル以上の地震に対しては剪断塑性変形することによりダ

ンパとして機能するものであるが（【０００２】）、剪断部を一

つしか有しておらず、一方向からの水平力に対してしかダ

ンパとして機能しないため、例えば、橋軸方向の水平力に

対してダンパとして機能するように設置された場合に、橋軸

方向以外の方向からの水平力が加わると、入力のあった水

平力を十分に減衰させることができず（【０００４】）、また、そ

の設置に際しては、想定される入力方向に対して高精度に

ダンパの剪断変形方向を合わせる設置角度設定が必要と

されるという課題があった（【０００５】）。

　そこで、本件訂正発明１は、所定レベル以上の地震の際

に、複数の方向からの入力に対してダンパとして機能し得

る弾塑性履歴型ダンパを提供することを目的とし（【０００

６】）、この課題を解決するために、一対の第一補強部（13）

と、これらを連結し、互いの向きを異ならせて設けられ、連

結部を介して一連に設けられた板状の一対の剪断部（11）

と、一対の第一補強部の両端間にそれぞれ接続した一対

のプレート（14）とを備え、剪断部は、第一補強部に対して

傾斜を成し、第一補強部は、剪断部に、第一補強部と剪断

部とのなす角が鋭角となるように形成され、剪断部は、入力

により荷重を受けたときに、変形してエネルギー吸収を行う

ように構成した（【０００７】）。

　本件訂正発明１では、二つの剪断部が設けられているの
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で、所定レベル以上の地震の際に、剪断部が直接又は間接に

上部構造物のストッパに突き当たり、突き当たったときの衝撃

を剪断部が剪断弾塑性変形することにより減衰させることが

でき、また、二つの剪断部を連結部で連結してなるので、より大

きな地震時の振動を吸収することができ、さらに、二つの剪断

部の向きを異ならせることで、一方向だけでなく複数の方向か

らの地震時の振動を吸収することができる（【００１４】）。」

（2）取消事由１について

①裁判所は甲1発明を認定し、本件訂正発明1と対比し

て、一致点、相違点を認定しました。認定された相違点は

次のとおりです。

（相違点1）連結部を介して一連に設けられる板状の一対の

剪断部について、本件訂正発明1は、剪断部（11）の互いの向

きを異ならせて設けられたものであるのに対し、甲1発明は、

金属薄板（2）が２枚、直列に備えられている点。

（相違点2）第一補強部は、剪断部に、第一補強部と剪断部と

のなす角を、本件訂正発明1は、鋭角になるように形成されるの

に対し、甲1発明は、金属薄板（2）と枠（3）とは直交している点。

【甲1発明図17】

②相違点１に係る構成の容易想到性

　甲1発明の技術的意義を認定し、甲2発明を認定した上

で、甲2発明を甲1発明に適用することは当業者に容易で

はないとしました。

ア　甲1発明の金属薄板２の技術的意義

　裁判所は、「甲１によると、「本発明のエネルギー吸収部

材においては、図１及び図２に示す矢印方向に荷重が作

用する。」（甲１の【００３８】）との記載があり、図１及び図２

に示された構成によると、甲１に記載のエネルギー吸収部

材は、建築物の架構の構面に沿って荷重が作用すること

を前提として、そのような荷重が面内方向に入力されるよ

うに金属薄板を配置することで、地震などによるエネル

ギーを吸収するものであると認められる。この理解は、甲１

の【００４６】、図１７及び図１８において、金属薄板２を複数

枚備える構成例において、それらの金属薄板２が面内方

向を一致させる向きで配置されていることからも裏付けら

れる（甲１の【００４６】、図１７及び図１８）。」としました。

イ　甲2発明

　裁判所は甲2発明について次の通り認定しました。

「パネル部１１、載荷部材１２、及び荷重伝達抑制手段２０を

備えた、橋梁上部構造と橋梁下部構造との間に設置される

せん断パネル型ダンパー１０であって、パネル部１１は、極低

降伏比鋼により形成された板状部材であって、パネル部１１

の橋梁下部構造１０２への固定構造は、パネル部１１の下辺

と橋梁下部構造１０２の上面との間に連結板等を設け、この

連結板等を介して、パネル部１１と橋梁下部構造１０２とを

間接的に固定しており、ブロック状の載荷部材１２は、その

側面１２ａがパネル部１１の側辺１１ｂの上方と対向するよう

に、橋梁上部構造１０５の下面に設けられており、載荷部材

１２の側面１２ａとパネル部１１の側辺１１ｂとの間には、載荷

部材１２にかかる荷重のうち、Ｙ方向（橋軸と垂直な方向）の

荷重成分がパネル部１１に伝達することを抑制する荷重伝

達抑制手段２０が設けられ、この荷重伝達抑制手段２０は、

転動体２１、及びこの転動体２１を保持し、パネル部１１の側

辺１１ｂ上方に設けられた保持部材２２を備えており、載荷

部材１２の側面１２ａとパネル部１１の側辺１１ｂとの間に略

球状の転動体２１を転動自在に保持しており、荷重２００の

面外方向成分２０２がパネル部１１に伝達されることを抑制

できるため、パネル部１１が面内方向にうまく変形すること

ができ、橋梁下部構造と橋梁上部構造とを相対的に移動さ

せるエネルギーを吸収することができるものであって、パネ

ル部１１の側辺１１ｂにリブ１３を設けてもよく、これにより、パ

ネル部１１の面外方向の剛性が向上し、パネル部１１の面外

方向への変形をより抑制することができるものであり、パネ

ル部１１とリブ１３とは直交しており、せん断パネル型ダン

パーの設置位置については、橋梁上部構造と橋梁下部構

造とが平面視において二次元的に相対移動可能な橋梁支

承構造の場合、設置されるせん断パネル型ダンパー１０の

一部は、その面内方向（下辺長手方向に同じ）がＸ軸方向

（橋軸方向）となるように設置され、設置されるせん断パネ

ル型ダンパー１０の残りの一部は、その面内方向がＹ軸方

向（橋軸方向と垂直な方向）となるように設置され、両せん

断パネル型ダンパー１０の設置位置や設置数は任意であっ

て、また、せん断パネル型ダンパー１０の面内方向がＸ軸に

もＹ軸にも向かないようにせん断パネル型ダンパー１０を設

置してもよい、せん断パネル型ダンパー１０。」

ウ 甲２発明の甲１発明への適用について

　裁判所は次のように述べて当業者が甲1発明へ甲2発

明を適用することは当業者に容易ではないと判断し、進

歩性を肯定しました。

「甲２発明のせん断パネル型ダンパー１０は、橋梁上部構造

と橋梁下部構造とが平面視において二次元的に相対移動

可能な橋梁支承構造の場合に、互いの向きを異ならせて複

数設置され得るものである。これに対し、甲１発明のエネル

ギー吸収部材１は、建築物の架構の構面に沿って一方向か

ら荷重が作用することを前提として、そのような荷重が面内

方向に入力されるように２枚の金属薄板２を直列に配置す

るものであるから、甲１発明に甲２発明のせん断パネル型タ

ンパー１０の配置を適用する動機付けがない。

　また、甲１発明の２枚の金属薄板２の向きを互いに異ならせ

るとすると、少なくとも一方の金属薄板２は荷重が面内方向に

入力されない配置となるから、建築物の架構の構面に沿って

荷重が面内方向に入力されることを前提とした甲１発明にお

いてこのような構成の変更には阻害要因があるといえる。

　したがって、甲１発明に甲２発明を適用することにより上

記相違点１に係る本件訂正発明１の構成とすることは、当

業者が容易になし得たことではない。」

（3）取消事由２について

①裁判所は甲12発明を認定し、本件訂正発明1と対比し

「弾塑性履歴型ダンパ」の特許発明の無効審判請求を
訂正を認めた上で成り立たないとした審決を維持した事例

知財高裁（1部）令和7年3月12日判決（令和6年（行ケ）第10043号）裁判所ウェブサイト
〔弾塑性履歴型ダンパ事件〕

審決取消

No.1052025.09月号

次ページへ続く

PROFILE はこちら

https://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/912/093912_hanrei.pdf
https://www.ohebashi.com/jp/lawyers/hirano_shigetoshi.php
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１．事案の概要

Yは、原出願の一部を分割して、発明の名称を「弾塑性履

歴型ダンパ」とする発明について、新たな特許出願をし、平

成24年12月19日、特許権の設定登録（特許第5667716

号）を受けました。Xは、令和4年3月25日、特許無効審判を

請求し（無効2022－800025号）、Yは、訂正請求を行ったと

ころ、特許庁は、令和6年3月28日、訂正を認めた上で、無

効審判は成り立たないとの審決（以下「本件審決」といいま

す。）をし、その謄本はXに送達されました。本件はXが本件

審決の取消しを求めた訴訟です。

知財高裁では原告の主張する進歩性なし、新規性なしな

どの取消事由を認めず、原告の審決取消請求を棄却しまし

た。

２．本件での争点（裁判所において判断されたもの）

（1）取消事由1（甲１（特開2007－51452号公報）発明を主

引用発明とし、甲2（特開2011－64028号公報）に記載さ

れた構成及び甲3（特開2009－47193号公報）に例示さ

れるような選択的事項に基づいてする請求項1等に係る

発明の進歩性の欠如に関する認定、判断の誤り）

（2）取消事由2（請求項1等に係る発明は甲12（特開2010

－121384号公報）発明と同一であるとする新規性の欠

如、又は甲12発明を主引用発明とし、甲13（特開2007－

239241号公報）発明に基づいてする進歩性の欠如）

（3）取消事由3（サポート要件違反）（サポート要件を充足し

ていると判断していますが本稿では省略します。）

３．裁判所の判断

（1）本件明細書の記載事項について

　裁判所は、本件明細書には、本件訂正発明に関し、次の

ような技術的思想及び技術的意義が記載されているものと

はじめに認定しました（明細書の図と対照できるように番号

を挿入しました）。

「従来の剪断パネル型ダンパは、建築物や橋梁等におい

て、上部構造物と下部構造物との間における下部構造物

に固定設置され、常時や所定レベルまでの地震に対しては

上部構造の変位を拘束するストッパとして機能し、所定レ

ベル以上の地震に対しては剪断塑性変形することによりダ

ンパとして機能するものであるが（【０００２】）、剪断部を一

つしか有しておらず、一方向からの水平力に対してしかダ

ンパとして機能しないため、例えば、橋軸方向の水平力に

対してダンパとして機能するように設置された場合に、橋軸

方向以外の方向からの水平力が加わると、入力のあった水

平力を十分に減衰させることができず（【０００４】）、また、そ

の設置に際しては、想定される入力方向に対して高精度に

ダンパの剪断変形方向を合わせる設置角度設定が必要と

されるという課題があった（【０００５】）。

　そこで、本件訂正発明１は、所定レベル以上の地震の際

に、複数の方向からの入力に対してダンパとして機能し得

る弾塑性履歴型ダンパを提供することを目的とし（【０００

６】）、この課題を解決するために、一対の第一補強部（13）

と、これらを連結し、互いの向きを異ならせて設けられ、連

結部を介して一連に設けられた板状の一対の剪断部（11）

と、一対の第一補強部の両端間にそれぞれ接続した一対

のプレート（14）とを備え、剪断部は、第一補強部に対して

傾斜を成し、第一補強部は、剪断部に、第一補強部と剪断

部とのなす角が鋭角となるように形成され、剪断部は、入力

により荷重を受けたときに、変形してエネルギー吸収を行う

ように構成した（【０００７】）。

　本件訂正発明１では、二つの剪断部が設けられているの

本ニュースレターの発行元は弁護士法人大江橋法律事務所です。弁護士法人大江橋法律事務所は、1981年に設立された日本の総合法律事務所です。東京、大阪、名古屋、海外は上海にオ
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で、所定レベル以上の地震の際に、剪断部が直接又は間接に

上部構造物のストッパに突き当たり、突き当たったときの衝撃

を剪断部が剪断弾塑性変形することにより減衰させることが

でき、また、二つの剪断部を連結部で連結してなるので、より大

きな地震時の振動を吸収することができ、さらに、二つの剪断

部の向きを異ならせることで、一方向だけでなく複数の方向か

らの地震時の振動を吸収することができる（【００１４】）。」

（2）取消事由１について

①裁判所は甲1発明を認定し、本件訂正発明1と対比し

て、一致点、相違点を認定しました。認定された相違点は

次のとおりです。

（相違点1）連結部を介して一連に設けられる板状の一対の

剪断部について、本件訂正発明1は、剪断部（11）の互いの向

きを異ならせて設けられたものであるのに対し、甲1発明は、

金属薄板（2）が２枚、直列に備えられている点。

（相違点2）第一補強部は、剪断部に、第一補強部と剪断部と

のなす角を、本件訂正発明1は、鋭角になるように形成されるの

に対し、甲1発明は、金属薄板（2）と枠（3）とは直交している点。

【甲1発明図17】

②相違点１に係る構成の容易想到性

　甲1発明の技術的意義を認定し、甲2発明を認定した上

で、甲2発明を甲1発明に適用することは当業者に容易で

はないとしました。

ア　甲1発明の金属薄板２の技術的意義

　裁判所は、「甲１によると、「本発明のエネルギー吸収部

材においては、図１及び図２に示す矢印方向に荷重が作

用する。」（甲１の【００３８】）との記載があり、図１及び図２

に示された構成によると、甲１に記載のエネルギー吸収部

材は、建築物の架構の構面に沿って荷重が作用すること

を前提として、そのような荷重が面内方向に入力されるよ

うに金属薄板を配置することで、地震などによるエネル

ギーを吸収するものであると認められる。この理解は、甲１

の【００４６】、図１７及び図１８において、金属薄板２を複数

枚備える構成例において、それらの金属薄板２が面内方

向を一致させる向きで配置されていることからも裏付けら

れる（甲１の【００４６】、図１７及び図１８）。」としました。

イ　甲2発明

　裁判所は甲2発明について次の通り認定しました。

「パネル部１１、載荷部材１２、及び荷重伝達抑制手段２０を

備えた、橋梁上部構造と橋梁下部構造との間に設置される

せん断パネル型ダンパー１０であって、パネル部１１は、極低

降伏比鋼により形成された板状部材であって、パネル部１１

の橋梁下部構造１０２への固定構造は、パネル部１１の下辺

と橋梁下部構造１０２の上面との間に連結板等を設け、この

連結板等を介して、パネル部１１と橋梁下部構造１０２とを

間接的に固定しており、ブロック状の載荷部材１２は、その

側面１２ａがパネル部１１の側辺１１ｂの上方と対向するよう

に、橋梁上部構造１０５の下面に設けられており、載荷部材

１２の側面１２ａとパネル部１１の側辺１１ｂとの間には、載荷

部材１２にかかる荷重のうち、Ｙ方向（橋軸と垂直な方向）の

荷重成分がパネル部１１に伝達することを抑制する荷重伝

達抑制手段２０が設けられ、この荷重伝達抑制手段２０は、

転動体２１、及びこの転動体２１を保持し、パネル部１１の側

辺１１ｂ上方に設けられた保持部材２２を備えており、載荷

部材１２の側面１２ａとパネル部１１の側辺１１ｂとの間に略

球状の転動体２１を転動自在に保持しており、荷重２００の

面外方向成分２０２がパネル部１１に伝達されることを抑制

できるため、パネル部１１が面内方向にうまく変形すること

ができ、橋梁下部構造と橋梁上部構造とを相対的に移動さ

せるエネルギーを吸収することができるものであって、パネ

ル部１１の側辺１１ｂにリブ１３を設けてもよく、これにより、パ

ネル部１１の面外方向の剛性が向上し、パネル部１１の面外

方向への変形をより抑制することができるものであり、パネ

ル部１１とリブ１３とは直交しており、せん断パネル型ダン

パーの設置位置については、橋梁上部構造と橋梁下部構

造とが平面視において二次元的に相対移動可能な橋梁支

承構造の場合、設置されるせん断パネル型ダンパー１０の

一部は、その面内方向（下辺長手方向に同じ）がＸ軸方向

（橋軸方向）となるように設置され、設置されるせん断パネ

ル型ダンパー１０の残りの一部は、その面内方向がＹ軸方

向（橋軸方向と垂直な方向）となるように設置され、両せん

断パネル型ダンパー１０の設置位置や設置数は任意であっ

て、また、せん断パネル型ダンパー１０の面内方向がＸ軸に

もＹ軸にも向かないようにせん断パネル型ダンパー１０を設

置してもよい、せん断パネル型ダンパー１０。」

ウ 甲２発明の甲１発明への適用について

　裁判所は次のように述べて当業者が甲1発明へ甲2発

明を適用することは当業者に容易ではないと判断し、進

歩性を肯定しました。

「甲２発明のせん断パネル型ダンパー１０は、橋梁上部構造

と橋梁下部構造とが平面視において二次元的に相対移動

可能な橋梁支承構造の場合に、互いの向きを異ならせて複

数設置され得るものである。これに対し、甲１発明のエネル

ギー吸収部材１は、建築物の架構の構面に沿って一方向か

ら荷重が作用することを前提として、そのような荷重が面内

方向に入力されるように２枚の金属薄板２を直列に配置す

るものであるから、甲１発明に甲２発明のせん断パネル型タ

ンパー１０の配置を適用する動機付けがない。

　また、甲１発明の２枚の金属薄板２の向きを互いに異ならせ

るとすると、少なくとも一方の金属薄板２は荷重が面内方向に

入力されない配置となるから、建築物の架構の構面に沿って

荷重が面内方向に入力されることを前提とした甲１発明にお

いてこのような構成の変更には阻害要因があるといえる。

　したがって、甲１発明に甲２発明を適用することにより上

記相違点１に係る本件訂正発明１の構成とすることは、当

業者が容易になし得たことではない。」

（3）取消事由２について

①裁判所は甲12発明を認定し、本件訂正発明1と対比し
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１．事案の概要

Yは、原出願の一部を分割して、発明の名称を「弾塑性履

歴型ダンパ」とする発明について、新たな特許出願をし、平

成24年12月19日、特許権の設定登録（特許第5667716

号）を受けました。Xは、令和4年3月25日、特許無効審判を

請求し（無効2022－800025号）、Yは、訂正請求を行ったと

ころ、特許庁は、令和6年3月28日、訂正を認めた上で、無

効審判は成り立たないとの審決（以下「本件審決」といいま

す。）をし、その謄本はXに送達されました。本件はXが本件

審決の取消しを求めた訴訟です。

知財高裁では原告の主張する進歩性なし、新規性なしな

どの取消事由を認めず、原告の審決取消請求を棄却しまし

た。

２．本件での争点（裁判所において判断されたもの）

（1）取消事由1（甲１（特開2007－51452号公報）発明を主

引用発明とし、甲2（特開2011－64028号公報）に記載さ

れた構成及び甲3（特開2009－47193号公報）に例示さ

れるような選択的事項に基づいてする請求項1等に係る

発明の進歩性の欠如に関する認定、判断の誤り）

（2）取消事由2（請求項1等に係る発明は甲12（特開2010

－121384号公報）発明と同一であるとする新規性の欠

如、又は甲12発明を主引用発明とし、甲13（特開2007－

239241号公報）発明に基づいてする進歩性の欠如）

（3）取消事由3（サポート要件違反）（サポート要件を充足し

ていると判断していますが本稿では省略します。）

３．裁判所の判断

（1）本件明細書の記載事項について

　裁判所は、本件明細書には、本件訂正発明に関し、次の

ような技術的思想及び技術的意義が記載されているものと

はじめに認定しました（明細書の図と対照できるように番号

を挿入しました）。

「従来の剪断パネル型ダンパは、建築物や橋梁等におい

て、上部構造物と下部構造物との間における下部構造物

に固定設置され、常時や所定レベルまでの地震に対しては

上部構造の変位を拘束するストッパとして機能し、所定レ

ベル以上の地震に対しては剪断塑性変形することによりダ

ンパとして機能するものであるが（【０００２】）、剪断部を一

つしか有しておらず、一方向からの水平力に対してしかダ

ンパとして機能しないため、例えば、橋軸方向の水平力に

対してダンパとして機能するように設置された場合に、橋軸

方向以外の方向からの水平力が加わると、入力のあった水

平力を十分に減衰させることができず（【０００４】）、また、そ

の設置に際しては、想定される入力方向に対して高精度に

ダンパの剪断変形方向を合わせる設置角度設定が必要と

されるという課題があった（【０００５】）。

　そこで、本件訂正発明１は、所定レベル以上の地震の際

に、複数の方向からの入力に対してダンパとして機能し得

る弾塑性履歴型ダンパを提供することを目的とし（【０００

６】）、この課題を解決するために、一対の第一補強部（13）

と、これらを連結し、互いの向きを異ならせて設けられ、連

結部を介して一連に設けられた板状の一対の剪断部（11）

と、一対の第一補強部の両端間にそれぞれ接続した一対

のプレート（14）とを備え、剪断部は、第一補強部に対して

傾斜を成し、第一補強部は、剪断部に、第一補強部と剪断

部とのなす角が鋭角となるように形成され、剪断部は、入力

により荷重を受けたときに、変形してエネルギー吸収を行う

ように構成した（【０００７】）。

　本件訂正発明１では、二つの剪断部が設けられているの
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で、所定レベル以上の地震の際に、剪断部が直接又は間接に

上部構造物のストッパに突き当たり、突き当たったときの衝撃

を剪断部が剪断弾塑性変形することにより減衰させることが

でき、また、二つの剪断部を連結部で連結してなるので、より大

きな地震時の振動を吸収することができ、さらに、二つの剪断

部の向きを異ならせることで、一方向だけでなく複数の方向か

らの地震時の振動を吸収することができる（【００１４】）。」

（2）取消事由１について

①裁判所は甲1発明を認定し、本件訂正発明1と対比し

て、一致点、相違点を認定しました。認定された相違点は

次のとおりです。

（相違点1）連結部を介して一連に設けられる板状の一対の

剪断部について、本件訂正発明1は、剪断部（11）の互いの向

きを異ならせて設けられたものであるのに対し、甲1発明は、

金属薄板（2）が２枚、直列に備えられている点。

（相違点2）第一補強部は、剪断部に、第一補強部と剪断部と

のなす角を、本件訂正発明1は、鋭角になるように形成されるの

に対し、甲1発明は、金属薄板（2）と枠（3）とは直交している点。

【甲1発明図17】

②相違点１に係る構成の容易想到性

　甲1発明の技術的意義を認定し、甲2発明を認定した上

で、甲2発明を甲1発明に適用することは当業者に容易で

はないとしました。

ア　甲1発明の金属薄板２の技術的意義

　裁判所は、「甲１によると、「本発明のエネルギー吸収部

材においては、図１及び図２に示す矢印方向に荷重が作

用する。」（甲１の【００３８】）との記載があり、図１及び図２

に示された構成によると、甲１に記載のエネルギー吸収部

材は、建築物の架構の構面に沿って荷重が作用すること

を前提として、そのような荷重が面内方向に入力されるよ

うに金属薄板を配置することで、地震などによるエネル

ギーを吸収するものであると認められる。この理解は、甲１

の【００４６】、図１７及び図１８において、金属薄板２を複数

枚備える構成例において、それらの金属薄板２が面内方

向を一致させる向きで配置されていることからも裏付けら

れる（甲１の【００４６】、図１７及び図１８）。」としました。

イ　甲2発明

　裁判所は甲2発明について次の通り認定しました。

「パネル部１１、載荷部材１２、及び荷重伝達抑制手段２０を

備えた、橋梁上部構造と橋梁下部構造との間に設置される

せん断パネル型ダンパー１０であって、パネル部１１は、極低

降伏比鋼により形成された板状部材であって、パネル部１１

の橋梁下部構造１０２への固定構造は、パネル部１１の下辺

と橋梁下部構造１０２の上面との間に連結板等を設け、この

連結板等を介して、パネル部１１と橋梁下部構造１０２とを

間接的に固定しており、ブロック状の載荷部材１２は、その

側面１２ａがパネル部１１の側辺１１ｂの上方と対向するよう

に、橋梁上部構造１０５の下面に設けられており、載荷部材

１２の側面１２ａとパネル部１１の側辺１１ｂとの間には、載荷

部材１２にかかる荷重のうち、Ｙ方向（橋軸と垂直な方向）の

荷重成分がパネル部１１に伝達することを抑制する荷重伝

達抑制手段２０が設けられ、この荷重伝達抑制手段２０は、

転動体２１、及びこの転動体２１を保持し、パネル部１１の側

辺１１ｂ上方に設けられた保持部材２２を備えており、載荷

部材１２の側面１２ａとパネル部１１の側辺１１ｂとの間に略

球状の転動体２１を転動自在に保持しており、荷重２００の

面外方向成分２０２がパネル部１１に伝達されることを抑制

できるため、パネル部１１が面内方向にうまく変形すること

ができ、橋梁下部構造と橋梁上部構造とを相対的に移動さ

せるエネルギーを吸収することができるものであって、パネ

ル部１１の側辺１１ｂにリブ１３を設けてもよく、これにより、パ

ネル部１１の面外方向の剛性が向上し、パネル部１１の面外

方向への変形をより抑制することができるものであり、パネ

ル部１１とリブ１３とは直交しており、せん断パネル型ダン

パーの設置位置については、橋梁上部構造と橋梁下部構

造とが平面視において二次元的に相対移動可能な橋梁支

承構造の場合、設置されるせん断パネル型ダンパー１０の

一部は、その面内方向（下辺長手方向に同じ）がＸ軸方向

（橋軸方向）となるように設置され、設置されるせん断パネ

ル型ダンパー１０の残りの一部は、その面内方向がＹ軸方

向（橋軸方向と垂直な方向）となるように設置され、両せん

断パネル型ダンパー１０の設置位置や設置数は任意であっ

て、また、せん断パネル型ダンパー１０の面内方向がＸ軸に

もＹ軸にも向かないようにせん断パネル型ダンパー１０を設

置してもよい、せん断パネル型ダンパー１０。」

ウ 甲２発明の甲１発明への適用について

　裁判所は次のように述べて当業者が甲1発明へ甲2発

明を適用することは当業者に容易ではないと判断し、進

歩性を肯定しました。

「甲２発明のせん断パネル型ダンパー１０は、橋梁上部構造

と橋梁下部構造とが平面視において二次元的に相対移動

可能な橋梁支承構造の場合に、互いの向きを異ならせて複

数設置され得るものである。これに対し、甲１発明のエネル

ギー吸収部材１は、建築物の架構の構面に沿って一方向か

ら荷重が作用することを前提として、そのような荷重が面内

方向に入力されるように２枚の金属薄板２を直列に配置す

るものであるから、甲１発明に甲２発明のせん断パネル型タ

ンパー１０の配置を適用する動機付けがない。

　また、甲１発明の２枚の金属薄板２の向きを互いに異ならせ

るとすると、少なくとも一方の金属薄板２は荷重が面内方向に

入力されない配置となるから、建築物の架構の構面に沿って

荷重が面内方向に入力されることを前提とした甲１発明にお

いてこのような構成の変更には阻害要因があるといえる。

　したがって、甲１発明に甲２発明を適用することにより上

記相違点１に係る本件訂正発明１の構成とすることは、当

業者が容易になし得たことではない。」

（3）取消事由２について

①裁判所は甲12発明を認定し、本件訂正発明1と対比し
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１．はじめに

著作物は、出版、映画、音楽、放送といったメディア、エン

ターテイメントに関する企業活動、コンピュータープログラム

や教育関連の企業活動においてのみならず、それらを受け

手として利用し、また、生成AIやSNSの利用などを通じて自

ら提供者ともなる個人の日常生活においても、なくてはなら

ないものとなっています。しかしながら、著作権法について

は、その条文は曖昧で抽象的な記載が少なくなく規律の把

握が容易ではない面があること、また、著作権の保護期間

は、例えば実名の著作物について著作者の死後70年とさ

れるなど、特許権や意匠権と比べ長いことから、著作権者

の利益を意識しつつも企業や個人の活動への過度の制約

とならないように利益衡量をする必要がある面があること

に留意することが必要です。弊所の知的財産ニュースレ

ターでは、このような観点も踏まえつつ、著作権法の解釈の

参考となる重要な裁判例を、8年以上にわたり、多数紹介し

てきました。今回は、そのうち印象に残っているものを改め

て紹介させていただきます。

2．裁判例の紹介

（1） まず、社会の耳目を集めた音楽教室事件が挙げられま

す。これは、音楽教室において楽器の演奏技術の教授等を

行っている原告らが、音楽教室での楽曲の使用（教師及び

生徒の演奏等）は、演奏権の侵害に当たらない、すなわち

「公衆に直接…聞かせることを目的」とした演奏（著作権法

22条）に当たらないなどと主張して、被告である著作権管

理事業者の原告に対する請求権の不存在確認を求めた事

件です。当該事件で、（著作権法22条に判断要素が明記さ

れていない）音楽の利用主体は誰かが争われました。音楽

教室事件第一審（東京地判令和2年2月28日）は、「利用さ

れる著作物の選定方法、著作物の利用方法・態様、著作物

の利用への関与の内容・程度、著作物の利用に必要な施

設・設備の提供等の諸要素を考慮し、当該演奏の実現に

とって枢要な行為がその管理・支配下において行われてい

るか否かによって判断するのが相当である（クラブキャッツ

アイ事件最高裁判決、ロクラクⅡ事件最高裁判決参照）。」

「著作物の利用による利益の帰属については、…中略…本

件における著作物の利用主体性の判断においてこの点を

考慮に入れることは妨げられない」との一般論を述べ、音

楽教室の事業者と同視し得る立場の教師による演奏部分

のみならず、生徒による演奏部分を含めて、音楽著作物の

利用主体は、音楽教室の事業者であると判断しました。し

かし、音楽教室事件控訴審（知財高判令和3年3月18日）で

知財高裁は、生徒による演奏部分について、東京地裁の判

断を覆し、音楽教室事件上告審（最判令和4年10月24日）

で最高裁も、知財高裁の判断手法を基本的に是認しまし

た。最高裁は、「演奏の形態による音楽著作物の利用主体

の判断に当たっては、演奏の目的及び態様、演奏への関与

の内容及び程度等の諸般の事情を考慮するのが相当であ

る」との一般論を述べた上で、生徒の演奏は、教師から演

奏技術等の教授を受けてこれを習得し、その向上を図るこ

とを目的として行われるので、課題曲の演奏は手段にすぎ

ないこと、教師の伴奏等は生徒の演奏の補助にとどまるこ

と、教師の指導等は生徒の目的達成を助力するものに過ぎ

ないこと、生徒は、上記目的のため任意かつ自主的に演奏

を行っており、演奏を強制されていないこと等から、生徒が

した演奏に関し、音楽教室側が著作物の利用者ということ

はできないとしました。最高裁は、演奏主体性の判断にお

いて、管理支配性と利益の帰属に注目したカラオケ法理を

提示したクラブキャッツアイ事件（最判昭和63年3月15日）

へ言及せず、いわゆる総合衡量法理を採用したロクラクⅡ

事件（最判平成23年1月20日）と同様の判断手法が用いら

れるべきことをより明確化したものと考えられます。

（2） 次に、日常生活でも頻繁に利用されるSNSに関する裁

判例として印象に残っているものを紹介します。例えば、リ

ツイート事件（最判令和2年7月21日）が挙げられます。氏名

表示権（著作権法19条1項）が侵害された旨を根拠とする

発信者情報の開示請求において、訴外Aがした最初のツ

イート（原告の氏名が表示された原告撮影の写真のツイー

ト）に対しBによるリツイートにおいて（システムの仕様によ

り写真について自動的に）トリミングが生じ氏名の表示が

消えてしまったことをもって、原告の氏名表示権（著作権法

19条1項）の侵害が成立するかが一つの争点とされていま

した。最高裁は、氏名表示権への侵害の成立を認め、また、

サムネイルをクリック（タップ）すれば元の（原告の氏名付き

の）画像全体が表示される場合でも、侵害が成立する旨も

示していました1。他にも、知財高裁が、他人のツイートのス

クリーンショット画像を添付したツイートについて「引用」

（著作権法32条1項）該当性を肯定し適法と判断したツイー

トスクリーンショット画像引用事件（知財高判令和4年11月

2日）2も印象に残っています。当該画像添付は、当該他人の

ツイート行為を批評するために行われたもので、スクリーン

ショットをして画像を（手を加えず）そのまま示すことで、客

観性が担保され、また、読者による内容の正確な理解に資

すること等から、批評の目的上正当な範囲内の利用とい

え、また、画像をキャプチャしてシェアすることは、一般に行

われている手法なので公正な慣行に合致するとして、引用

の要件を満たすと認定していました。このように、著作権法

に関する裁判例では、企業活動のみならず日常生活にお

いても重要な意義を有する裁判例が次々に出されます。

（3） 最後に、応用美術に関する裁判例で印象に残っている

ものを紹介いたします。応用美術の著作物性の判断基準に

ついては、子供用の椅子の著作物該当性が争われた（弊

所の知的財産ニュースレター発刊前の）平成27年TRIPP 

TRAPP事件（知財高判平成27年4月14日）において、知

財高裁は、「応用美術に一律に適用すべきものとして、高い

創作性の有無の判断基準を設定することは相当とはいえ

ず、個別具体的に、作成者の個性が発揮されているか否か

を検討すべき」とし、美術工芸品に該当しない応用美術で

あっても、著作権法2条1項1号所定の著作物性の要件を満

たすものについては、「美術の著作物」として、同法上保護

されるものと解すべき見解（無制限説）を採用し、当該椅子

について著作物該当性を肯定していました。しかし、同判決

後、下級審の裁判例では、無制限説を採用せず、実用目的

を達成するために必要な機能に係る構成と分離して、美的

鑑賞の対象となり得る美的特性である創作的表現を備えて

いる部分を把握できるものについて、美術の著作物として

保護され得るとする見解（分離可能性説）を採用するもの

が多くみられました。タコの形状を模した公園の遊具であ

る滑り台が著作物に該当するかが争われたタコの滑り台

事件（知財高判令和3年12月8日）もその一つです。なお、弊

所の知的財産ニュースレターでは紹介していませんでした

が、令和6年に、知財高裁は、平成27年TRIPP TRAPP事

件と同じ原告が、当該事件で対象となった子供用の椅子と

同様の椅子について著作物該当性を主張した令和6年

TRIPP TRAPP事件（知財高判令和6年9月25日）におい

１．事案の概要

本件は、第35類（広告業等）及び第41類（興行の企画・運

営等）を指定役務としてされた「沖縄コレクション」の標準文

字商標（本願商標）の商標出願の拒絶査定に対する不服審

判請求を不成立とした審決（本件審決）の取消訴訟です。

本件審決は、本願商標をその指定役務中、ファッション

ショーに関係する役務に使用した場合、これに接する取引者、

需要者に「沖縄で開催される有名デザイナーなどの発表する

発表会、ファッションショー」ほどの意味合いを認識させるに止

まるから、本願商標は、単に、役務の質（内容）を表示するにす

ぎず、自他役務識別標識としての機能を果たし得ないものとい

うべきであるとして、本願商標は記述的商標（商標法3条1項3

号）に該当すると判断しました。これに対し、本件の原告（「X」）

は、①需要者の認識内容を争うとともに、②「本願商標の記述

的商標該当性を判断するに際しては、本願商標の指定役務

の全部について、その需要者等であれば何人もその使用を欲

するか否か」という検討を行うべきであると主張しました。

2．裁判所の判断

裁判所は、商標法3条1項3号該当性の判断基準に関し

「出願に係る商標が、その指定役務について、同号にいう

役務の提供の場所、質その他の特徴（役務の特徴）を普通

に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標である

というためには、当該商標が当該役務との関係で役務の特

徴を表示記述するものであり、当該商標が当該役務に使用

された場合に、取引者、需要者によって、将来を含め、役務

の特徴を表示したものとして一般に認識されるものであれ

ば足りるものと解される。」と述べ、「本願商標の構成文字の

語義及び本願の指定役務に関する取引の実情を踏まえる

と、本願商標『沖縄コレクション』は、その指定役務に含ま

れるファッションショーや、ファッションショーの要素を伴う

イベントの企画、運営、開催について使用された場合、本願

商標の指定役務である商品展示会等又は興行の開催等の

取引者、需要者に、『沖縄で開催される、ファッションショー

又はファッションショーを模した企画を含むイベント』とい

う、役務の提供の場所及び役務の質（内容）を表示記述す

るものと一般に認識されると認められる。」等として、商標法

3条1項3号該当性を認めました。

その上で、裁判所は、上記X主張②について、「出願商標

の指定商品・役務の中の一部に登録を受けることのできな

いものがあれば、出願の分割ないし手続補正により当該登

録を受けることのできない指定商品・役務が削除されない

限り、その出願は全体として登録を受けることができないと

解される。本願商標は、指定役務の少なくとも一部について

商標法3条1項3号に該当する以上、全体として登録を受け

ることができない。」との判断を示しました。

3．コメント

「出願商標の指定商品・役務の中の一部に登録を受ける

ことのできないものがあれば、出願の分割ないし手続補正

により当該登録を受けることのできない指定商品・役務が

削除されない限り、その出願は全体として登録を受けること

ができない」との判断については、本判決も援用する東京

高 裁 昭 和 5 9 年 9 月 2 6 日 判 決・無 体 集 1 6 巻 3 号 6 6 頁

（GEORGIA事件）が同旨の判断を示しており、本判決は

GEORGIA事件判決の判断を改めて確認したものとなりま

す。この判断は、商標法3条1項3号以外の登録拒絶理由に

ついても参照されるべきものと理解されます。

とは、周囲よりも凹んでいる部位を一つとする構成であり、

一つの「窪み」と、その余の部分が面内方向を向いた平板

状の部分となるものであって、相違点Ａ－１に係る構成の開

示があるとはいえず、甲１２発明に甲１３技術事項を適用す

る前提を欠く。」

③相違点Ａ－2に係る構成の容易想到性

　相違点Ａ－1で進歩性が肯定されることから、判断の必要

性がないとして、判断しませんでした。

４．コメント

　本判決もウェブサイト上の紹介では図面が省略されてお

り、引用例を自ら調べなければ内容が理解できないことが多

くあります。今回引用例の図面をご紹介することで裁判例の

中身の理解につながれば幸いです。

て、一致点、相違点を認定しました。原告は相違点について

争いましたが、裁判所は本件審決と同様の相違点を認定し

ました。認定された相違点は次のとおりです。

（相違点Ａ－１）

　剪断部について、本件訂正発明１は「前記一対の第一補

強部を連結し、互いの向きを異ならせて設けられた板状の

一対の剪断部と、前記一対の剪断部は、連結部を介して一

連に設けられ」とあるように、互いの向きを異ならせて設け

られた一対（二つ）備えるものであり、そして、該一対の連結

部を介して設けられているのに対し、甲12発明は、そのよう

な構成を備えるものではない点。

（相違点Ａ－２）

　第一補強部は、剪断部に、該第一補強部と該剪断部との

なす角について、本件訂正発明１は、鋭角となるように形成

されているのに対し、甲12発明は、左右方向に延びる端部

（18、20）と縦フランジ（32A、32B）が直交している点。

②相違点Ａ－１に係る構成の容易想到性

　裁判所は甲13発明の技術事項を認定し、甲12発明への

甲13技術事項の適用について当業者が容易になし得たこ

とではないと認定しました。

ア 甲１３技術事項

　裁判所は甲13技術事項を次のとおり認定しました。

「建物１０の上下の梁１４、１６に、これらの梁から下方及び

上方へそれぞれ伸びる鉄筋コンクリート製の上下のブラ

ケット１８を介して取り付けられ、その上下両端部２２、２４の

一方からその他方に向けて上下に伸びる複数の窪み２６を

有する金属製の板状体２０からなる弾塑性ダンパ１２におい

て、板状体２０は、上端部２２及びその下端部２４においてそ

れぞれ両ブラケット１８に埋め込まれており、窪み２６を有す

る板状体２０は、矩形の平面形状を有する金属板にプレス

加工を施すこと、すなわち前記金属板に折り曲げ加工を施

すことにより形成することができ、このような窪み２６を設け

ることにより、板状体２０に高い曲げ剛性を与えることがで

き、これにより、建物１０に取り付けられた板状体２０が地震

動により水平方向への剪断力を受けて変形（剪断変形）す

るときの座屈及びこれに伴う急激な耐力低下の発生を効果

的に防止することができ、窪み２６は少なくとも一つあれば

よく、また窪み２６の数量は任意に定めることができること。」

イ 甲１２発明への甲１３技術事項の適用について

　裁判所は次のとおり述べて甲12発明に甲13技術事項を

適用することにより上記相違点Ａ－１に係る本件訂正発明１

の構成とすることは、当業者には容易ではなかったと判断

しました。

　「甲１３によると、鋼板の表面に縦リブを溶接する従来技

術の課題（甲１３の【０００３】～【０００４】）を解決すべく、上下

両端部の一方から他方に向けて上下に伸びる少なくとも一

つの窪みを有する板状体を採用したものであり（同【０００

７】）、窪みを横切る横断面の形状が波形を呈するものとす

ることは一つの構成例であると認められる（同【０００８】）。し

たがって、甲１３技術事項が示す「窪み」を一つだけとするこ
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次ページへ続く



11

１．はじめに

著作物は、出版、映画、音楽、放送といったメディア、エン

ターテイメントに関する企業活動、コンピュータープログラム

や教育関連の企業活動においてのみならず、それらを受け

手として利用し、また、生成AIやSNSの利用などを通じて自

ら提供者ともなる個人の日常生活においても、なくてはなら

ないものとなっています。しかしながら、著作権法について

は、その条文は曖昧で抽象的な記載が少なくなく規律の把

握が容易ではない面があること、また、著作権の保護期間

は、例えば実名の著作物について著作者の死後70年とさ

れるなど、特許権や意匠権と比べ長いことから、著作権者

の利益を意識しつつも企業や個人の活動への過度の制約

とならないように利益衡量をする必要がある面があること

に留意することが必要です。弊所の知的財産ニュースレ

ターでは、このような観点も踏まえつつ、著作権法の解釈の

参考となる重要な裁判例を、8年以上にわたり、多数紹介し

てきました。今回は、そのうち印象に残っているものを改め

て紹介させていただきます。

2．裁判例の紹介

（1） まず、社会の耳目を集めた音楽教室事件が挙げられま

す。これは、音楽教室において楽器の演奏技術の教授等を

行っている原告らが、音楽教室での楽曲の使用（教師及び

生徒の演奏等）は、演奏権の侵害に当たらない、すなわち

「公衆に直接…聞かせることを目的」とした演奏（著作権法

22条）に当たらないなどと主張して、被告である著作権管

理事業者の原告に対する請求権の不存在確認を求めた事

件です。当該事件で、（著作権法22条に判断要素が明記さ

れていない）音楽の利用主体は誰かが争われました。音楽

教室事件第一審（東京地判令和2年2月28日）は、「利用さ

れる著作物の選定方法、著作物の利用方法・態様、著作物

の利用への関与の内容・程度、著作物の利用に必要な施

設・設備の提供等の諸要素を考慮し、当該演奏の実現に

とって枢要な行為がその管理・支配下において行われてい

るか否かによって判断するのが相当である（クラブキャッツ

アイ事件最高裁判決、ロクラクⅡ事件最高裁判決参照）。」

「著作物の利用による利益の帰属については、…中略…本

件における著作物の利用主体性の判断においてこの点を

考慮に入れることは妨げられない」との一般論を述べ、音

楽教室の事業者と同視し得る立場の教師による演奏部分

のみならず、生徒による演奏部分を含めて、音楽著作物の

利用主体は、音楽教室の事業者であると判断しました。し

かし、音楽教室事件控訴審（知財高判令和3年3月18日）で

知財高裁は、生徒による演奏部分について、東京地裁の判

断を覆し、音楽教室事件上告審（最判令和4年10月24日）

で最高裁も、知財高裁の判断手法を基本的に是認しまし

た。最高裁は、「演奏の形態による音楽著作物の利用主体

の判断に当たっては、演奏の目的及び態様、演奏への関与

の内容及び程度等の諸般の事情を考慮するのが相当であ

る」との一般論を述べた上で、生徒の演奏は、教師から演

奏技術等の教授を受けてこれを習得し、その向上を図るこ

とを目的として行われるので、課題曲の演奏は手段にすぎ

ないこと、教師の伴奏等は生徒の演奏の補助にとどまるこ

と、教師の指導等は生徒の目的達成を助力するものに過ぎ

ないこと、生徒は、上記目的のため任意かつ自主的に演奏

を行っており、演奏を強制されていないこと等から、生徒が

した演奏に関し、音楽教室側が著作物の利用者ということ

はできないとしました。最高裁は、演奏主体性の判断にお

いて、管理支配性と利益の帰属に注目したカラオケ法理を

提示したクラブキャッツアイ事件（最判昭和63年3月15日）

へ言及せず、いわゆる総合衡量法理を採用したロクラクⅡ

事件（最判平成23年1月20日）と同様の判断手法が用いら

れるべきことをより明確化したものと考えられます。

（2） 次に、日常生活でも頻繁に利用されるSNSに関する裁

判例として印象に残っているものを紹介します。例えば、リ

ツイート事件（最判令和2年7月21日）が挙げられます。氏名

表示権（著作権法19条1項）が侵害された旨を根拠とする

発信者情報の開示請求において、訴外Aがした最初のツ

イート（原告の氏名が表示された原告撮影の写真のツイー

ト）に対しBによるリツイートにおいて（システムの仕様によ

り写真について自動的に）トリミングが生じ氏名の表示が

消えてしまったことをもって、原告の氏名表示権（著作権法

19条1項）の侵害が成立するかが一つの争点とされていま

した。最高裁は、氏名表示権への侵害の成立を認め、また、

サムネイルをクリック（タップ）すれば元の（原告の氏名付き

の）画像全体が表示される場合でも、侵害が成立する旨も

示していました1。他にも、知財高裁が、他人のツイートのス

クリーンショット画像を添付したツイートについて「引用」

（著作権法32条1項）該当性を肯定し適法と判断したツイー

トスクリーンショット画像引用事件（知財高判令和4年11月

2日）2も印象に残っています。当該画像添付は、当該他人の

ツイート行為を批評するために行われたもので、スクリーン

ショットをして画像を（手を加えず）そのまま示すことで、客

観性が担保され、また、読者による内容の正確な理解に資

すること等から、批評の目的上正当な範囲内の利用とい

え、また、画像をキャプチャしてシェアすることは、一般に行

われている手法なので公正な慣行に合致するとして、引用

の要件を満たすと認定していました。このように、著作権法

に関する裁判例では、企業活動のみならず日常生活にお

いても重要な意義を有する裁判例が次々に出されます。

（3） 最後に、応用美術に関する裁判例で印象に残っている

ものを紹介いたします。応用美術の著作物性の判断基準に

ついては、子供用の椅子の著作物該当性が争われた（弊

所の知的財産ニュースレター発刊前の）平成27年TRIPP 

TRAPP事件（知財高判平成27年4月14日）において、知

財高裁は、「応用美術に一律に適用すべきものとして、高い

創作性の有無の判断基準を設定することは相当とはいえ

ず、個別具体的に、作成者の個性が発揮されているか否か

を検討すべき」とし、美術工芸品に該当しない応用美術で

あっても、著作権法2条1項1号所定の著作物性の要件を満

たすものについては、「美術の著作物」として、同法上保護

されるものと解すべき見解（無制限説）を採用し、当該椅子

について著作物該当性を肯定していました。しかし、同判決

後、下級審の裁判例では、無制限説を採用せず、実用目的

を達成するために必要な機能に係る構成と分離して、美的

鑑賞の対象となり得る美的特性である創作的表現を備えて

いる部分を把握できるものについて、美術の著作物として

保護され得るとする見解（分離可能性説）を採用するもの

が多くみられました。タコの形状を模した公園の遊具であ

る滑り台が著作物に該当するかが争われたタコの滑り台

事件（知財高判令和3年12月8日）もその一つです。なお、弊

所の知的財産ニュースレターでは紹介していませんでした

が、令和6年に、知財高裁は、平成27年TRIPP TRAPP事

件と同じ原告が、当該事件で対象となった子供用の椅子と

同様の椅子について著作物該当性を主張した令和6年

TRIPP TRAPP事件（知財高判令和6年9月25日）におい

１．事案の概要

本件は、第35類（広告業等）及び第41類（興行の企画・運

営等）を指定役務としてされた「沖縄コレクション」の標準文

字商標（本願商標）の商標出願の拒絶査定に対する不服審

判請求を不成立とした審決（本件審決）の取消訴訟です。

本件審決は、本願商標をその指定役務中、ファッション

ショーに関係する役務に使用した場合、これに接する取引者、

需要者に「沖縄で開催される有名デザイナーなどの発表する

発表会、ファッションショー」ほどの意味合いを認識させるに止

まるから、本願商標は、単に、役務の質（内容）を表示するにす

ぎず、自他役務識別標識としての機能を果たし得ないものとい

うべきであるとして、本願商標は記述的商標（商標法3条1項3

号）に該当すると判断しました。これに対し、本件の原告（「X」）

は、①需要者の認識内容を争うとともに、②「本願商標の記述

的商標該当性を判断するに際しては、本願商標の指定役務

の全部について、その需要者等であれば何人もその使用を欲

するか否か」という検討を行うべきであると主張しました。

2．裁判所の判断

裁判所は、商標法3条1項3号該当性の判断基準に関し

「出願に係る商標が、その指定役務について、同号にいう

役務の提供の場所、質その他の特徴（役務の特徴）を普通

に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標である

というためには、当該商標が当該役務との関係で役務の特

徴を表示記述するものであり、当該商標が当該役務に使用

された場合に、取引者、需要者によって、将来を含め、役務

の特徴を表示したものとして一般に認識されるものであれ

ば足りるものと解される。」と述べ、「本願商標の構成文字の

語義及び本願の指定役務に関する取引の実情を踏まえる

と、本願商標『沖縄コレクション』は、その指定役務に含ま

れるファッションショーや、ファッションショーの要素を伴う

イベントの企画、運営、開催について使用された場合、本願

商標の指定役務である商品展示会等又は興行の開催等の

取引者、需要者に、『沖縄で開催される、ファッションショー

又はファッションショーを模した企画を含むイベント』とい

う、役務の提供の場所及び役務の質（内容）を表示記述す

るものと一般に認識されると認められる。」等として、商標法

3条1項3号該当性を認めました。

その上で、裁判所は、上記X主張②について、「出願商標

の指定商品・役務の中の一部に登録を受けることのできな

いものがあれば、出願の分割ないし手続補正により当該登

録を受けることのできない指定商品・役務が削除されない

限り、その出願は全体として登録を受けることができないと

解される。本願商標は、指定役務の少なくとも一部について

商標法3条1項3号に該当する以上、全体として登録を受け

ることができない。」との判断を示しました。

3．コメント

「出願商標の指定商品・役務の中の一部に登録を受ける

ことのできないものがあれば、出願の分割ないし手続補正

により当該登録を受けることのできない指定商品・役務が

削除されない限り、その出願は全体として登録を受けること

ができない」との判断については、本判決も援用する東京

高 裁 昭 和 5 9 年 9 月 2 6 日 判 決・無 体 集 1 6 巻 3 号 6 6 頁

（GEORGIA事件）が同旨の判断を示しており、本判決は

GEORGIA事件判決の判断を改めて確認したものとなりま

す。この判断は、商標法3条1項3号以外の登録拒絶理由に

ついても参照されるべきものと理解されます。
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とは、周囲よりも凹んでいる部位を一つとする構成であり、

一つの「窪み」と、その余の部分が面内方向を向いた平板

状の部分となるものであって、相違点Ａ－１に係る構成の開

示があるとはいえず、甲１２発明に甲１３技術事項を適用す

る前提を欠く。」

③相違点Ａ－2に係る構成の容易想到性

　相違点Ａ－1で進歩性が肯定されることから、判断の必要

性がないとして、判断しませんでした。

４．コメント

　本判決もウェブサイト上の紹介では図面が省略されてお

り、引用例を自ら調べなければ内容が理解できないことが多

くあります。今回引用例の図面をご紹介することで裁判例の

中身の理解につながれば幸いです。

て、一致点、相違点を認定しました。原告は相違点について

争いましたが、裁判所は本件審決と同様の相違点を認定し

ました。認定された相違点は次のとおりです。

（相違点Ａ－１）

　剪断部について、本件訂正発明１は「前記一対の第一補

強部を連結し、互いの向きを異ならせて設けられた板状の

一対の剪断部と、前記一対の剪断部は、連結部を介して一

連に設けられ」とあるように、互いの向きを異ならせて設け

られた一対（二つ）備えるものであり、そして、該一対の連結

部を介して設けられているのに対し、甲12発明は、そのよう

な構成を備えるものではない点。

（相違点Ａ－２）

　第一補強部は、剪断部に、該第一補強部と該剪断部との

なす角について、本件訂正発明１は、鋭角となるように形成

されているのに対し、甲12発明は、左右方向に延びる端部

（18、20）と縦フランジ（32A、32B）が直交している点。

②相違点Ａ－１に係る構成の容易想到性

　裁判所は甲13発明の技術事項を認定し、甲12発明への

甲13技術事項の適用について当業者が容易になし得たこ

とではないと認定しました。

ア 甲１３技術事項

　裁判所は甲13技術事項を次のとおり認定しました。

「建物１０の上下の梁１４、１６に、これらの梁から下方及び

上方へそれぞれ伸びる鉄筋コンクリート製の上下のブラ

ケット１８を介して取り付けられ、その上下両端部２２、２４の

一方からその他方に向けて上下に伸びる複数の窪み２６を

有する金属製の板状体２０からなる弾塑性ダンパ１２におい

て、板状体２０は、上端部２２及びその下端部２４においてそ

れぞれ両ブラケット１８に埋め込まれており、窪み２６を有す

る板状体２０は、矩形の平面形状を有する金属板にプレス

加工を施すこと、すなわち前記金属板に折り曲げ加工を施

すことにより形成することができ、このような窪み２６を設け

ることにより、板状体２０に高い曲げ剛性を与えることがで

き、これにより、建物１０に取り付けられた板状体２０が地震

動により水平方向への剪断力を受けて変形（剪断変形）す

るときの座屈及びこれに伴う急激な耐力低下の発生を効果

的に防止することができ、窪み２６は少なくとも一つあれば

よく、また窪み２６の数量は任意に定めることができること。」

イ 甲１２発明への甲１３技術事項の適用について

　裁判所は次のとおり述べて甲12発明に甲13技術事項を

適用することにより上記相違点Ａ－１に係る本件訂正発明１

の構成とすることは、当業者には容易ではなかったと判断

しました。

　「甲１３によると、鋼板の表面に縦リブを溶接する従来技

術の課題（甲１３の【０００３】～【０００４】）を解決すべく、上下

両端部の一方から他方に向けて上下に伸びる少なくとも一

つの窪みを有する板状体を採用したものであり（同【０００

７】）、窪みを横切る横断面の形状が波形を呈するものとす

ることは一つの構成例であると認められる（同【０００８】）。し

たがって、甲１３技術事項が示す「窪み」を一つだけとするこ
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長谷部  陽平

１．はじめに

著作物は、出版、映画、音楽、放送といったメディア、エン

ターテイメントに関する企業活動、コンピュータープログラム

や教育関連の企業活動においてのみならず、それらを受け

手として利用し、また、生成AIやSNSの利用などを通じて自

ら提供者ともなる個人の日常生活においても、なくてはなら

ないものとなっています。しかしながら、著作権法について

は、その条文は曖昧で抽象的な記載が少なくなく規律の把

握が容易ではない面があること、また、著作権の保護期間

は、例えば実名の著作物について著作者の死後70年とさ

れるなど、特許権や意匠権と比べ長いことから、著作権者

の利益を意識しつつも企業や個人の活動への過度の制約

とならないように利益衡量をする必要がある面があること

に留意することが必要です。弊所の知的財産ニュースレ

ターでは、このような観点も踏まえつつ、著作権法の解釈の

参考となる重要な裁判例を、8年以上にわたり、多数紹介し

てきました。今回は、そのうち印象に残っているものを改め

て紹介させていただきます。

2．裁判例の紹介

（1） まず、社会の耳目を集めた音楽教室事件が挙げられま

す。これは、音楽教室において楽器の演奏技術の教授等を

行っている原告らが、音楽教室での楽曲の使用（教師及び

生徒の演奏等）は、演奏権の侵害に当たらない、すなわち

「公衆に直接…聞かせることを目的」とした演奏（著作権法

22条）に当たらないなどと主張して、被告である著作権管

理事業者の原告に対する請求権の不存在確認を求めた事

件です。当該事件で、（著作権法22条に判断要素が明記さ

れていない）音楽の利用主体は誰かが争われました。音楽

教室事件第一審（東京地判令和2年2月28日）は、「利用さ

れる著作物の選定方法、著作物の利用方法・態様、著作物

の利用への関与の内容・程度、著作物の利用に必要な施

設・設備の提供等の諸要素を考慮し、当該演奏の実現に

とって枢要な行為がその管理・支配下において行われてい

るか否かによって判断するのが相当である（クラブキャッツ

アイ事件最高裁判決、ロクラクⅡ事件最高裁判決参照）。」

「著作物の利用による利益の帰属については、…中略…本

件における著作物の利用主体性の判断においてこの点を

考慮に入れることは妨げられない」との一般論を述べ、音

楽教室の事業者と同視し得る立場の教師による演奏部分

のみならず、生徒による演奏部分を含めて、音楽著作物の

利用主体は、音楽教室の事業者であると判断しました。し

かし、音楽教室事件控訴審（知財高判令和3年3月18日）で

知財高裁は、生徒による演奏部分について、東京地裁の判

断を覆し、音楽教室事件上告審（最判令和4年10月24日）

で最高裁も、知財高裁の判断手法を基本的に是認しまし

た。最高裁は、「演奏の形態による音楽著作物の利用主体

の判断に当たっては、演奏の目的及び態様、演奏への関与

の内容及び程度等の諸般の事情を考慮するのが相当であ

る」との一般論を述べた上で、生徒の演奏は、教師から演

奏技術等の教授を受けてこれを習得し、その向上を図るこ

とを目的として行われるので、課題曲の演奏は手段にすぎ

ないこと、教師の伴奏等は生徒の演奏の補助にとどまるこ

と、教師の指導等は生徒の目的達成を助力するものに過ぎ

ないこと、生徒は、上記目的のため任意かつ自主的に演奏

を行っており、演奏を強制されていないこと等から、生徒が

した演奏に関し、音楽教室側が著作物の利用者ということ

はできないとしました。最高裁は、演奏主体性の判断にお

いて、管理支配性と利益の帰属に注目したカラオケ法理を

提示したクラブキャッツアイ事件（最判昭和63年3月15日）

へ言及せず、いわゆる総合衡量法理を採用したロクラクⅡ

事件（最判平成23年1月20日）と同様の判断手法が用いら

れるべきことをより明確化したものと考えられます。

（2） 次に、日常生活でも頻繁に利用されるSNSに関する裁

判例として印象に残っているものを紹介します。例えば、リ

ツイート事件（最判令和2年7月21日）が挙げられます。氏名

表示権（著作権法19条1項）が侵害された旨を根拠とする

発信者情報の開示請求において、訴外Aがした最初のツ

イート（原告の氏名が表示された原告撮影の写真のツイー

ト）に対しBによるリツイートにおいて（システムの仕様によ

り写真について自動的に）トリミングが生じ氏名の表示が

消えてしまったことをもって、原告の氏名表示権（著作権法

19条1項）の侵害が成立するかが一つの争点とされていま

した。最高裁は、氏名表示権への侵害の成立を認め、また、

サムネイルをクリック（タップ）すれば元の（原告の氏名付き

の）画像全体が表示される場合でも、侵害が成立する旨も

示していました1。他にも、知財高裁が、他人のツイートのス

クリーンショット画像を添付したツイートについて「引用」

（著作権法32条1項）該当性を肯定し適法と判断したツイー

トスクリーンショット画像引用事件（知財高判令和4年11月

2日）2も印象に残っています。当該画像添付は、当該他人の

ツイート行為を批評するために行われたもので、スクリーン

ショットをして画像を（手を加えず）そのまま示すことで、客

観性が担保され、また、読者による内容の正確な理解に資

すること等から、批評の目的上正当な範囲内の利用とい

え、また、画像をキャプチャしてシェアすることは、一般に行

われている手法なので公正な慣行に合致するとして、引用

の要件を満たすと認定していました。このように、著作権法

に関する裁判例では、企業活動のみならず日常生活にお

いても重要な意義を有する裁判例が次々に出されます。

（3） 最後に、応用美術に関する裁判例で印象に残っている

ものを紹介いたします。応用美術の著作物性の判断基準に

ついては、子供用の椅子の著作物該当性が争われた（弊

所の知的財産ニュースレター発刊前の）平成27年TRIPP 

TRAPP事件（知財高判平成27年4月14日）において、知

財高裁は、「応用美術に一律に適用すべきものとして、高い

創作性の有無の判断基準を設定することは相当とはいえ

ず、個別具体的に、作成者の個性が発揮されているか否か

を検討すべき」とし、美術工芸品に該当しない応用美術で

あっても、著作権法2条1項1号所定の著作物性の要件を満

たすものについては、「美術の著作物」として、同法上保護

されるものと解すべき見解（無制限説）を採用し、当該椅子

について著作物該当性を肯定していました。しかし、同判決

後、下級審の裁判例では、無制限説を採用せず、実用目的

を達成するために必要な機能に係る構成と分離して、美的

鑑賞の対象となり得る美的特性である創作的表現を備えて

いる部分を把握できるものについて、美術の著作物として

保護され得るとする見解（分離可能性説）を採用するもの

が多くみられました。タコの形状を模した公園の遊具であ

る滑り台が著作物に該当するかが争われたタコの滑り台

事件（知財高判令和3年12月8日）もその一つです。なお、弊

所の知的財産ニュースレターでは紹介していませんでした

が、令和6年に、知財高裁は、平成27年TRIPP TRAPP事

件と同じ原告が、当該事件で対象となった子供用の椅子と

同様の椅子について著作物該当性を主張した令和6年

TRIPP TRAPP事件（知財高判令和6年9月25日）におい

商標法　

１．事案の概要

本件は、第35類（広告業等）及び第41類（興行の企画・運

営等）を指定役務としてされた「沖縄コレクション」の標準文

字商標（本願商標）の商標出願の拒絶査定に対する不服審

判請求を不成立とした審決（本件審決）の取消訴訟です。

本件審決は、本願商標をその指定役務中、ファッション

ショーに関係する役務に使用した場合、これに接する取引者、

需要者に「沖縄で開催される有名デザイナーなどの発表する

発表会、ファッションショー」ほどの意味合いを認識させるに止

まるから、本願商標は、単に、役務の質（内容）を表示するにす

ぎず、自他役務識別標識としての機能を果たし得ないものとい

うべきであるとして、本願商標は記述的商標（商標法3条1項3

号）に該当すると判断しました。これに対し、本件の原告（「X」）

は、①需要者の認識内容を争うとともに、②「本願商標の記述

的商標該当性を判断するに際しては、本願商標の指定役務

の全部について、その需要者等であれば何人もその使用を欲

するか否か」という検討を行うべきであると主張しました。

2．裁判所の判断

裁判所は、商標法3条1項3号該当性の判断基準に関し

「出願に係る商標が、その指定役務について、同号にいう

役務の提供の場所、質その他の特徴（役務の特徴）を普通

に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標である

というためには、当該商標が当該役務との関係で役務の特

徴を表示記述するものであり、当該商標が当該役務に使用

された場合に、取引者、需要者によって、将来を含め、役務

の特徴を表示したものとして一般に認識されるものであれ

ば足りるものと解される。」と述べ、「本願商標の構成文字の

語義及び本願の指定役務に関する取引の実情を踏まえる

と、本願商標『沖縄コレクション』は、その指定役務に含ま

れるファッションショーや、ファッションショーの要素を伴う

イベントの企画、運営、開催について使用された場合、本願

商標の指定役務である商品展示会等又は興行の開催等の

取引者、需要者に、『沖縄で開催される、ファッションショー

又はファッションショーを模した企画を含むイベント』とい

う、役務の提供の場所及び役務の質（内容）を表示記述す

るものと一般に認識されると認められる。」等として、商標法

3条1項3号該当性を認めました。

その上で、裁判所は、上記X主張②について、「出願商標

の指定商品・役務の中の一部に登録を受けることのできな

いものがあれば、出願の分割ないし手続補正により当該登

録を受けることのできない指定商品・役務が削除されない

限り、その出願は全体として登録を受けることができないと

解される。本願商標は、指定役務の少なくとも一部について

商標法3条1項3号に該当する以上、全体として登録を受け

ることができない。」との判断を示しました。

3．コメント

「出願商標の指定商品・役務の中の一部に登録を受ける

ことのできないものがあれば、出願の分割ないし手続補正

により当該登録を受けることのできない指定商品・役務が

削除されない限り、その出願は全体として登録を受けること

ができない」との判断については、本判決も援用する東京

高 裁 昭 和 5 9 年 9 月 2 6 日 判 決・無 体 集 1 6 巻 3 号 6 6 頁

（GEORGIA事件）が同旨の判断を示しており、本判決は

GEORGIA事件判決の判断を改めて確認したものとなりま

す。この判断は、商標法3条1項3号以外の登録拒絶理由に

ついても参照されるべきものと理解されます。

指定役務の少なくとも一部について商標法3条1項3号に該当する場合には
全体として商標登録を受けることができないとの判断が確認された事例

知財高裁（2部）令和7年7月24日判決（令和7年（行ケ）第10025号）裁判所ウェブサイト
〔沖縄コレクション事件〕
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